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   【分野４～分野６】 

 

 

 

４．第４期八尾市障がい者基本計画後期計画の取り組み案について③  
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２．施策の展開 

 

 

  

〔分野１〕 療育・保育・教育                        

【現状と課題】 

   障がい児が、発達の状況や養育環境、教育的ニーズなど、各々の状態に応じた指導、

訓練や相談を必要としています。また、就学・進級時には、通園・通学先において障

がいに対する先生や友達の理解が求められます。 

   切れ目のない子育て支援を行うため、八尾市こども総合支援センター「ほっぷ」や

教育センターが中心となり子育て及び教育等に関する相談支援を実施しており、安心

して子育てができる環境の整備を進めています。また、多様化・複雑化する相談等に

対応するためには、障がい児通所支援事業所などの関係機関との連携強化も必要であ

り、さらには「やおっこファイル」や学校園等が作成する「個別の教育支援計画」等

をより効果的に活用し、個別のニーズに応じた一貫性ある支援を受けることができる

体制の確立が求められています。 

保護者等が作成する「やおっこファイル」や学校園等が作成する「個別の教育支援

計画」、事業所等が作成する「個別支援計画」を効果的に活用しながら、障がいの特性

や教育的ニーズに応じた支援を切れ目なく受けることができる環境の整備が必要です。 

療育・保育・教育においては、障がいの早期発見と適切な支援につなげるとともに、

共働き世帯やひとり親家庭など、子どもをとりまく環境の変化を踏まえ、障がい児一

人ひとりの状況やライフステージに応じて、本人やその家族に対する切れ目のない支

援が求められています。 

 

【第４期後期計画の方向性】 

保健、医療、福祉、教育等が連携しながら、子育て相談や発達相談をはじめ、療育

での個別支援や集団生活を通じた保育や教育を継続しつつ、発達障がいをはじめ、支

援を必要とする障がい児の増加や障がいの多様化・複雑化に対応するため、保健、医

療、福祉、教育等の関係機関の連携を深めつつ、相談支援体制の強化に取り組みます。

また、医療的ケア児などへの支援については、豊富な経験と知識を活用した専門的な

ニーズを確認しつつ必要な支援の充実を図ります。強化に取り組みます。 

切れ目のない支援を継続的に行うために、適切な支援計画、保育者や教員間等の連

携及び就学時や進級時の支援の引き継ぎが重要になることから、一貫した支援体制の

充実に取り組みます。 

また、多様な教育的ニーズに対応できるよう、教職員の資質向上と指導内容の充実

を図り、障がいの有無にかかわらず、互いの違いを認め、個性を尊重しあいながら、

ともに教育等を受けることができる体制づくりをめざします。 

さらに、学校卒業後の就労や地域生活を見据え、家庭と教育、福祉、就労支援機関

等が連携し、働く力や生活する力を身につけることができるような教育等を推進しま

す。 

１．施策の展開 
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（１）障がいの早期発見体制の充実 

特別な配慮や支援を必要とするかどうか判断の難しい児童の相談を受け止めに対し

て、適切な療育等を早期に実施するために、乳幼児健康診査等において、障がいの早

期発見に努めるとともに、子どもの成長に関する心配ごとを気軽に相談できる環境の

充実など、保健、医療、福祉、教育等が連携した相談支援体制の充実を図ります。 

また、子どもの発達の遅れに気づいたり、一人ひとりの障がいの特性や保護者のニー

ズに応じた療育に適切につないだりできるよう、相談支援に携わる職員の資質の向上

に努めます。 

主な事業 取り組み方針等 

乳幼児健康診査 

乳幼児の健康の保持増進、障がいの早期発見・対応のため、

また、育児支援、育児不安の軽減のため、健康診査や保健指導、

育児相談等を行う。い、支援が必要な子どもを療育機関に円滑

につなぐ。 

発達障がい児支援 

センター事業 

発達障がい児及びその保護者を対象に、障がい特性に合わせ

た療育と保護者支援等を実施する。 

（２）療育・保育・幼児教育の充実 

発達に遅れのある子どもが早期に質の高い療育等を受けることができるよう、保健、

医療、福祉、教育等の関係機関が連携を強化し、支援体制を充実させるとともに、と

りわけ重症心身障がい児、医療的ケアが必要な子どもへの支援の充実を図ります。 

また、障がいのある子どもが健やかに成長できるよう、認定こども園や保育所（園）

等における集団での保育・教育環境の充実を図るとともに、専門家的職員等による巡

回指導や研修といった後方支援の強化を図ります。 

主な事業 取り組み方針等 

障がい児相談事業の

充実 

発達に遅れ等のある児童とその保護者への指導及び相談（各

種教室）、児童の発達や人間関係等の家庭と児童に関するあらゆ

る相談（家庭児童相談事業）を行うとともに、乳幼児の子育て

に関する相談全般を継続して実施する。相談員の体制の充実や

就学後につなげる教育機関との連携強化に努める。 

障がいのある就学前児童（３歳児から５歳児まで）を対象に、

就学前教育・保育施設の入所相談を受けるとともに、利用調整

を行い、入所児童については集団生活の中での保育を実施し、

児童の発達を促す支援をする。 

障がい児保育・特別

支援教育の推進 

一人ひとりの児童の状況を踏まえ、適切な機関へ案内を行え

るよう、関係機関との連携を強化する。また、障がいのある就

学前児童（３歳児から５歳児まで）を対象に認定こども園や保

育所（園）の保育を支援する。 

保育者に対し専門家専門指導員による巡回指導や研修等を実

施し、保育内容の充実を図る。 
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主な事業 取り組み方針等 

通園施設児童発達支

援センター等におけ

る療育の推進 

通園施設児童発達支援センター等において、機能訓練や遊び

を通して、子どもが能力を最大限に発揮できるよう、障がい児

に対する療育と保護者への指導助言等を実施する。また、認定

こども園等に通う子どもに対しては、当該施設において集団生

活が適切に送れるよう支援する。 

児童に関わる関係機

関の連携による療育

の実施 

障がいのある児童が、通園施設障がい児通所支援事業所、認

定こども園、保育所（園）、幼稚園、学校等、どこに通っていて

も発達の状況や養育環境など各々の状態に応じた指導支援、訓

練、相談など必要な支援に結び付けられるよう、療育・保育・

教育・保健等の連携による支援のあり方や療育体制について検

討する。 

乳幼児健康診査等により、障がいのある児童を早期発見・早

期介入し、支援が必要な児童を療育機関へ円滑につなぐことが

できるよう関係機関と連携し、支援する。（分野１（１）と重複） 

医療的ケアが必要な

子どもへの支援の 

充実 

医療的ケア児の支援のための保健・医療・福祉・教育等の関

係機関による協議の場において、医療的ケアが必要な子どもへ

の切れ目のない支援体制の強化を図る。 

障がい児通所支援 
 発達障がいを含む障がい児等に対して、療育事業等の支援を

行う。 

 

（３）特別支援教育の充実 

障がいのある子どもに対する切れ目のない支援の強化に向けて、保護者の参画を得

つつ、保健、医療、福祉、教育、労働等の連携のもと、支援の引き継ぎができる体制

を充実するとともに、個別の教育支援計画を効果的に活用し、一人ひとりの障がい特

性や環境等の状況に応じた指導や教育支援を充実します。 

また、子どもの頃から、障がいのある人への理解と認識が深まり、思いやりの心を

育むことができるよう、障がい理解教育を推進します。 

主な事業 取り組み方針等 

指導内容・指導方法

の工夫・改善 

支援が必要な子どもに対するさらなる理解を深め、指導技術

及び資質の向上を図るため、教職員研修・事例研究を行う。 

保護者の参画のもと、教育、福祉、医療等のさまざまな関係

機関が連携しながら、個別の教育支援計画及び個別の指導計画

を効果的に活用し、学校卒業後も見据えた長期的な視点で一人

ひとりの障がいに応じた適切な支援を行う。 

障がい児への支援体

制の整備 

支援学級・通級指導教室を設置し、一人ひとりの子どもの状

況に応じた適切な指導・支援が行える体制を構築するととも

に、子どもの自立・成長に資する指導・支援のあり方について、

専門家の参画も得ながら、学校や保護者へ助言する。 
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支援が必要な子どもが安心して学校生活を送ることができ

るよう、子ども一人ひとりの状況に応じて、学校施設・設備の

改善や教材購入を行うとともに、介助員・特別支援教育支援員

の配置を進める。 

インクルーシブ教育

の推進 

障がい児に対する正しい理解が進み認識が深まるよう、障が

いのあるなしにかかわらず、すべての子どもが、「共に学び、

共に生きる」「インクルーシブ教育」を推進しますする。 

 

（４）進路指導の充実 

障がいのある子どもが自立と社会参加のもと、自己の可能性を伸ばし、健やかに暮

らすことができるよう、本人や保護者の希望に応じた適切な進路指導や支援体制を充

実します。 

また、福祉、教育、労働等の連携により、進学先や就労先での障がい者理解や合理

的配慮を促進することで、障がい特性やニーズに応じた多様な進路選択の充実を図り

ます。 

主な事業 取り組み方針等 

就学支援委員会によ

る就学先決定の支援 

障がいのある子どもの就学に際して、子どもの状況やニーズ

に合った最適な就学先及び入学後の支援のあり方等を協議す

るため、就学支援委員会を設置し就学相談を実施する。 

障がい児に対する進

路指導の充実 

 障がいのある児童生徒・保護者が納得できる進路選択を実現

できるよう、児童生徒・保護者との緊密な連携のもと、丁寧な

情報提供、相談を行うとともに、進路委員会等で情報共有しな

がら学校全体で進路指導を行う。 

進路の確保に向けた

取り組みの充実 

 八尾・柏原障害者就業・生活支援センターを中心に、福祉・

労働など各機関と連携し、学校卒業後の就職先の拡充を図る。 

 「職場体験学習」や「高校・大学体験学習」などのキャリア

教育を充実させるとともに、児童生徒の受け入れ先の職場・高

校・大学等への啓発などについて検討する。 
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〔分野２〕 防犯・防災                        

【現状と課題】 

  防犯対策として、防犯カメラや防犯灯の設置・増設などの防犯設備の整備や地域で

の顔の見える関係づくり、自主的な防犯活動など地域のつながりによる体制が求めら

れています。また、インターネット等を悪用したサイバー犯罪や特殊詐欺も増加して

おり、それらへの対策も近年では重要となっています。 

  防災対策としては、近年多発している風水害や大地震への対策が喫緊の課題となっ

ておりいる中、避難情報の入手、避難場所への移動手段の確保及び避難場所での障が

い者の特性に応じた配慮についての課題があります。 

また、障がい者自身が普段から生活必需品の備蓄や家族等で避難場所を確認してお

くことが必要であり、が重要です。や、さらに、同意者リストの活用などによりる地

域での顔の見える関係づくりや地域で災害時に支援を必要とする人の把握といったな

ど、自助及び共助に対する意識啓発が重要課題です。 

 

【第４期後期計画の方向性】 

障がい者が安心して地域生活を送るために、犯罪や事故の発生を未然に防止する対

策を推進します。 

大規模な災害発生時には、障がい者等の特に配慮を要する人は、災害情報の入手や

迅速な避難行動が困難であること、避難生活における心身の負担等から大きな被害を

受けることが想定されます。被災後の生活環境の変化等による災害関連死を防ぐため

にも、事業者等と連携し、避難行動支援及び避難生活支援を切れ目なく行うことをめ

ざします。特に要支援者への情報伝達体制や避難支援のためのネットワークの構築、

地域コミュニティにおける支えあいの地域づくりを推進します。 

 

（１）防犯対策等の充実 

警察や地域の関係団体等と連携して、防犯意識や交通マナー等の向上を図り、安全

に暮らせる地域づくりに取り組みます。 

また、障がい者が悪質商法の被害にあわないよう、消費生活相談窓口等の関係機関

と連携し、消費者トラブルの未然防止を図ります。 

 

主な事業 取り組み方針等 

障がい者への消費 

生活に関する啓発 

悪質商法や詐欺などの犯罪に遭遇しないよう、障がい者やそ

の家族に対する啓発活動を実施する。 

障がい者に配慮した 

防犯教室 

八尾警察署との連携により、地域における防犯教室の開催な

どの事業を実施する。 

障がい者に配慮した 

交通安全教室 

支援学校や小学校等での交通安全教室において、障がい児に

対する交通安全に関する啓発を実施する。 
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（２）防災対策の充実 

同意者リスト等を活用した地域での顔の見える関係づくりをはじめ、災害時の安否

確認、避難支援及び障がいの状況に配慮した避難所の適切な運営を推進します。 

また、地域の防災訓練や地区防災計画の策定等を通じて、障がい者を含めた地域の

防災意識の向上とともに、障がい者自らが災害に備えることができる体制の充実を図

ります。 

 

主な事業 取り組み方針等 

防火啓発 
住宅防火対策を推進するとともに、関係行政機関との連携強

化を図る。 

緊急通報手段及び 

援護体制の確保 

閉庁時の急病やけが等の緊急事態に、聴覚障がい者またはそ

の家族からの通報により、緊急搬送先の病院への手話通訳者の

派遣依頼があった場合は、事前登録の手話通訳者を病院に派遣

する。 

言語・聴覚障がい者等で口頭による１１９番通報が困難な方

に、ＮＥＴ・ＦＡＸによる１１９番通報により、正確な情報を

伝達できるよう利用促進を図る。 

災害時要配慮者の 

避難支援体制の充実 

地震等の災害時における避難・救援方法などの防災対策につ

いて、同意者リストや個別避難計画を活用した地域における見

守り体制の構築の支援と、障がい福祉サービス事業所等との連

携による避難支援体制の強化を図る。 

被災障がい者の 

救援・救護、援護 

体制の整備 

災害発生時に、個別避難計画等の活用により、地域と障がい

福祉サービス事業所等との連携による安否確認体制の充実を図

る。また、指定避難所や福祉避難所において、障がいの特性に

配慮した支援体制を構築する。 

地域における顔の見える関係づくりのため、障がい者等の避

難支援に関する講習会等を行い、地域における見守り体制の充

実を図る。 

災害時に、消防本部や危機管理課と連携し、コミュニティＦ

Ｍ放送等を通じて、いち早く市民に災害の状況や生活に必要な

情報を伝達する体制を構築する。 

地区防災推進事業計

画の策定支援 

地域で行われる防災訓練への助言・支援のほか、地域住民主

体で作成する地区防災計画において、災害発生時に障がい者等

の特に配慮を要する人を個別避難計画等を活用して把握し、地

域コミュニティで支援する体制を構築するとともに、避難所運

営マニュアルへの反映に努める。 

さらに、感染症対策や二次被害防止の観点から、避難所の環

境整備に努めるとともに、身の安全が確保できる場合には、避

難所への避難だけではなく、在宅避難や親戚・知人宅への避難

による分散避難について啓発する。 
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〔分野３〕 保健・医療                           

【現状と課題】 

障がい者をはじめとした市民の健康づくりにおいては、バランスのとれた食事や定

期的な運動、十分な睡眠や休養が大切であり、規則正しい生活と定期的な健診が重要

となります。 

医療での課題として、定期的な受診による医療費負担の増加をはじめ、医療機関に

おける障がい特性に応じた支援が十分でないことや専門的な治療を行っている医療機

関が少ないことがあげられ、医療機関の体制の充実が求められています。 

また、新型コロナウイルス感染症については、引き続き関係機関と連携し感染状況

の把握等を行い、再流行時などには速やかな感染拡大防止の対応が必要です。 

 

【第４期後期計画の方向性】 

保健・医療・福祉が連携した相談支援をはじめ、障がい者が身近な地域で必要な医

療等を受けられるよう、地域医療体制等の充実を図ります。 

また、障がい者が地域で健康に暮らし続けるために、保健・医療・福祉等の機関が

連携し、健康の保持・増進、治療に関する施策を推進します。 

さらに、精神障がい者の地域移行が進む中、身近な地域で必要とする医療的なケア

等を受けられるよう、地域の医療機関等と連携した取り組みを推進します。 

感染症の予防や拡大防止については、障がい者をはじめ、市民全体への予防対策の

啓発や指導等を行うとともに、感染拡大時の相談体制や検査体制の確保及び医療機関

との連携による治療体制の確保を図ります。新型コロナウイルス感染症の変異株や新

たな感染症の流行にも対応できるよう、引き続き障がい福祉サービス事業所や関係機

関との連携を続けます。 

 

（１）健康の保持・増進対策の充実 

障がい者の健康づくりを推進しながら、生活習慣病等の発生予防に取り組むととも

に、健康診査や各種検診による疾病の早期発見、早期治療を促進します。 

 

主な事業 取り組み方針等 

障がい特性に配慮し

た健康づくり 

在宅障がい者を対象に歯科予防教育講習会教室を実施するな

ど、個人の特性に応じた健康教育等について、関係機関と連携

しながら実施する。 

生活習慣病の予防と

早期発見 

障がい者に配慮した各種がん検診や各保険者が実施する健康

診査、保健指導を行う。 

健康意識の普及・ 

啓発 

健康まちづくり宣言の意義を踏まえ、誰もが情報を得られる

よう、健康づくりのための普及啓発を実施する。 

  



  

8 

 

（２）医療・リハビリテーション体制の充実 

障がい者の性別、年齢、障がいの状態、生活実態等に応じたニーズの把握に努め、

医療機関等と連携を図り、適切な医療等が受けられる体制の充実に努めます。 

 

主な事業 取り組み方針等 

重度障がい者への医

療費助成 

 重度障がい者が病気･負傷などにより医療保険で治療を受け

る場合の自己負担額の一部を障がい者医療費助成制度により助

成する。 

障がいの軽減、機能回復を図るための治療に要した費用の一

部を自立支援医療制度（更生医療・育成医療）により助成する。 

難病患者医療 
療養生活の安定を図るため、医療機関等と連携し、患者及び

その家族の支援を行う。 

難病患者の療養支援

の充実 

難病患者が地域で安心して療養生活を送れるようにリハビリ

等を通じて専門相談事業を実施する。 

 

 

（３）感染症対策の充実 

感染症の予防や拡大防止等に関する啓発や情報提供、感染拡大時の相談体制や検査

体制の確保及び医療機関との連携による治療体制の確保を図ります。 

また、国、府と連携しながら、マスクや消毒液等の衛生物品の確保に努めます感染

症の拡大防止に必要な取り組みを行います。 

 

主な事業 取り組み方針等 

感染症対策の充実 
平常時から感染症法の理念に基づき、感染症の予防や拡大防

止対策に取り組み、公衆衛生の向上及び増進を図る。 

衛生物品等の支援 

事業所等における感染拡大防止や事業継続に備え、国や府等

と連携しながら、エタノールやマスク等の衛生用品をはじめ、

事業を継続するために必要な物品等を提供する。 

感染症発生時の支援

体制の充実 

障がい福祉サービス事業所や障がい者団体等と連携し、障が

い者の状況を把握するとともに、相談支援体制等の充実を図る。

また、感染症の感染拡大時等には、関係機関と連携し感染防止

に必要な対応を行う。 
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（４）こころの健康づくり 

精神障がい者の地域移行の進展に伴い、精神障がいにも対応した地域包括ケアシス

テムの活用などにより、精神障がい者やその家族に対する相談支援体制の充実を図る

とともに、医療機関等との連携強化に取り組みます。医療機関等と連携し精神障がい

にも対応した地域包括ケアシステムの構築を進め、精神障がい者やその家族に対する

相談支援体制の充実を図るなど、精神障がい者が安心して暮らすことができる地域づ

くりをめざします。 

 

主な事業 取り組み方針等 

精神障がい者への医

療費助成 

精神疾患があり、継続的に通院治療を受ける人に対する医療

費助成に係る支援を行う。 

精神的な疾患や精神

障がい者に関する 

相談体制の充実 

基幹相談支援センターを中心にワークショップや講演会等の

当事者の活動支援を行うなど、障がい者同士が共感しあえる場

の充実を図り、により相談支援体制を充実する。（分野５―（４）

の内容を統合） 

精神障がい者に関する

関係機関の連携強化

(精神障がいにも対応

した地域包括ケアシ

ステムの構築) 

保健・医療・福祉関係者等による協議の場を設置しにおいて、

情報共有を図るとともに、精神障がい者の入所施設・病院等か

ら地域生活への移行にかかる切れ目のない支援体制の構築を進

める。 

こころの健康相談 
こころの健康相談で、統合失調症、うつ病、依存症等の精神

科疾患に関する医療相談を行う。 

 

  

相談に行こう！ 
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〔分野４〕 雇用・就労                           

【現状と課題】 

   障がい者の就労には、職場の上司や同僚に障がいへの理解があることや、就労時間

や就労内容に関し、障がい特性に応じた就労形態が必要です。また、障がい者の就労

後の職場定着に関しては、障がい者が働き続けるための環境づくりが必要です。 

   また、障がい者の法定雇用率の高まりを受け、企業等の障がい者雇用の体制整備が求

められており、障がい者が一般就労の際に利用する制度としては、ハローワークやジョ

ブコーチ、八尾・柏原障害者就業・生活支援センターの利用意向が高まっています等と

連携した企業への理解啓発及び障がい者雇用の支援等が求められています。 

 

【第４期後期計画の方向性】 

福祉・保健・労働・教育・商工等の関係機関の連携により、働く意欲のある障がい

者がその適性に応じた能力を十分に発揮することができるよう、多様な就業の機会を

確保するとともに、就労に向けた支援と就労後の職場での定着支援の充実に取り組み

ます。 

また、障がい者の雇用の促進を図るため、企業等に対しては、障がい特性に配慮し

た職場環境が整備されるよう、障がい者雇用に関する理解啓発に取り組むとともに、

障がい者のニーズに応じた雇用の機会の拡充を図ります。さらに、企業側においても

障がい者雇用に関する啓発等を実施するなどの動きも見られるため、積極的に連携を

図り、障がい者雇用のさらなる充実に取り組みます。 

心身の状況から一般就労が困難な障がい者には、福祉的就労を確保しつつ、一般就

労に向けた支援の充実に取り組みます。 

また、障害者優先調達推進法に基づき、障がい者就労施設等から物品や役務を調達

することや商品等の周知啓発を行うことにより、障がい者の工賃向上につなげます。 

 

（１）一般就労への支援 

障がい者の多様な就労ニーズに応じた就労支援が必要であることから、教育や福祉

などの関係機関と就労支援機関との連携による一般就労への支援の充実を図るととも

に、企業等における障がい特性への理解や配慮を促し、就労機会の拡充を図ります。 

また、障がい者が安心して働き続けることができるよう、企業等や就労支援事業所

との連携により、就労後の職場定着に向けた支援に取り組みます。 

主な事業 取り組み方針等 

障がい者に配慮した

職員採用試験の実施 

職員採用にあたり、地方公務員法等の要請に基づき、公平か

つ公正に競争試験を実施する中で、障がいの特性に応じた受験

機会の拡大及び雇用機会の確保に継続的に取り組む。 

障がい者の就職機会

の確保 

障がい者の一般就労を推進するため、ハローワーク等、関係

機関と連携し、一般就労につながる直接的な就職機会の場の提

供などを行う。 
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就労先の開拓 

障がい者の就労先の確保に向け、八尾・柏原障害者就業・生

活支援センターにおいてハローワーク等と連携し、障がい者の

実習や雇用を行う企業を開拓する。また、障がい者雇用に積極

的な企業を増やすとともに連携を強化し、就労先の充実に努め

る。 

事業主への情報提供

の充実 

障害者トライアル雇用（ハローワーク等の職業紹介により障

がい者を短期の試行雇用で受け入れること）や障害者雇用助成

金など、障がい者を雇用する企業への支援制度について、情報

を提供する機会の拡充に努める。 

就労に向けた訓練情

報の提供 

職業能力の向上や各種資格取得を目的とした各種講座・訓練

の情報を提供する。 

福祉、保健、労働、

教育、商工等の関係

機関の連携 

八尾・柏原障害者就業・生活支援センターを中心に、福祉、

保健、労働、教育、商工等と連携した支援を実施する。 

就労に向けた相談支

援 

障がい者を含む雇用・就労が実現しない就労困難者等を対象

に、国（ハローワーク労働局）や大阪府等の、ハローワーク等、

関係機関や地域の団体との連携を図りながら、雇用・就労に向

けた個別支援を実施する。 

就労移行支援 

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要

な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う。障がい福祉

計画で定める見込量や見込量確保の方策等に沿って事業所の確

保に努める。 

就労定着支援 

就労移行支援等の利用を経て一般就労した人の就労に伴って

生じる生活面の課題を解決し、長く働き続けられるようにサ

ポートする。 

ジョブコーチ支援と

の連携 

府が実施するジョブコーチの派遣を活用するなど、知的障が

い者、精神障がい者すべての障がいのある人の職場適応を容易

にするため、きめ細やかな人的支援の充実を図る。 

 

（２）福祉的就労の充実 

一般就労が困難な障がい者が、障がい特性や能力に応じて働くことができるよう、

福祉的就労の提供体制の充実を図ります。 

また、障がい者就労施設等の製品開発や販路拡大を促進するとともに、障害者優先

調達推進法に基づき、障がい者就労施設等から物品や役務を調達することで、障がい

者の工賃向上を図ります。 

主な事業 取り組み方針等 

就労継続支援事業 

一般企業での就労が困難な人に働く場を提供するとともに、

知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う。障がい福祉計

画で定める見込量や見込量確保の方策等に沿って事業所の確保

に努める。 
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アンテナショップの

運営支援 

アンテナショップを拠点に、障がい者就労施設等の製品の販

路拡大と生産活動の活性化を図る。また、アンテナショップに

おける販売・接客等を通じて、障がい者の社会適応訓練の実践

の場となるよう支援を継続する。 

障がい者就労施設等

の工賃向上に関する

取り組み 

官公需による障がい者就労施設等からの物品や役務の積極的な

調達を推進する。また、官公署以外の民間企業にも、障害者優先

調達推進法に基づく優先調達を奨励しするため、障がい者就労施

設及びその製品等の周知啓発を行い、工賃向上を図る。 

 
 

〔分野５〕 生活支援                            

【現状と課題】 

障がい者の在宅支援において、障がい福祉サービス等の充実は欠かせず、特に、親

なきあと等を含む障がい者の自立に向けたグループホーム等のショートステイ等の受

け入れ先や居住の場の確保は、地域で生活するうえで欠かせないものとなっています。

や、ショートステイなどの受け入れ先の確保が課題となっています。加えて、高齢化

に伴う親なきあとの問題が顕在化しており、親なきあとも障がい者本人が自分らしく

安心して暮らすため、「親あるあいだ」から各種対策を進めることや、地域生活支援拠

点等の整備が必要です。 

また、障がい者の重度化・高齢化等により課題やニーズが多様化・複雑化している

中、一事業所では支援が困難な事例が発生しており、基幹相談支援センターを中心に、

事業者間連携による支援体制をはじめ、保健・医療・福祉などの横断的な相談支援体

制の充実が求められます。特に、医療的ケアが必要な障がい児者の支援においては、

医療機関等との連携の強化が必要です。 

 

【第４期後期計画の方向性】 

障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、身近な地域で気軽

に相談できる場の確保と、基幹相談支援センターによるを中心に、関係機関が連携し

重層的な相談支援体制の充実に取り組みます。 

また、障がい者の自立した生活を支えるために当事者が必要とするなサービスの提

供に努めるとともに、適切なサービスを提供するため、人材の育成と確保を促進しま

す。 

障がい者の地域移行の進展に伴い、障がい者が地域で生活するための受け皿として、

グループホーム等の居住系サービスの提供体制の充実を図ります。 

さらに、障がい者の重度化・高齢化等や親なきあと等を見据え、グループホームや

入所施設といった多様な生活の場の充実と「やおっこファイル」や「想いをつなぐノー

ト」といったツールを活用しつつ、地域全体で障がい者を支える体制の整備に取り組

みます。 
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（１）在宅生活の支援 

障がい者の多様なニーズに応じた障がい福祉サービスを提供し、在宅での生活を継

続できるよう、サービス提供事業所や関係機関と連携し、障がい福祉サービスの充実

を図ります。 

 

主な事業 取り組み方針等 

訪問系サービス 

居宅で入浴・排泄・食事などの介護を行う。また、重度障が

い者でホームヘルパーによる入浴や施設での入浴が困難な場合

に、自宅へ訪問入浴車と介助員を派遣する。 

短期入所 

利用者の休息及び介護者の休息、負担軽減、きょうだい児支援

などの理由により、一時的な宿泊を伴う入所によって障がい者に

入浴、排せつ、食事などの介助を行う。障がい福祉計画で定める

見込量や見込量確保の方策等に沿ってサービスを提供する。 

日中活動系サービス 

障がい者がそれぞれの年齢・ライフステージに応じて、身体

的・精神的・社会的な適応能力機能を高めるための介護、訓練

を行う。障がい福祉計画で定める見込量や見込量確保の方策等

に沿ってサービスを提供する。 

日中一時支援 

日中における活動の場を確保し、見守りや社会に適応するた

めの日常的な訓練等の支援及び障がい者等を日常的に介護して

いる家族の一時的な休息を支援するを行う。障がい福祉計画で

定める見込量や見込量確保の方策等に沿ってサービスを提供す

る。 

在宅サービス等供給

主体の拡大 

制度の安定化やサービス供給主体の拡大が必要であるため、

事業所への働きかけを行う。 

福祉用具の給付 

障がい者の身体的機能を補う補装具、日常生活用具等につい

て継続して交付や給付、貸与を行う。日常生活用具は、障がい

福祉計画で定める見込量や見込量確保の方策等に沿ってサービ

スを提供する。                                                                                                                                                                                                                         

ふれあい収集 

家庭で排出されるごみを自ら集積場所まで持ち出すことが困

難な高齢者、障がい者、傷病者及び妊産婦に対し、玄関先など

でごみを収集する。 

障がい者の地域生活

の支援 

障がい者の重度化・高齢化等を見据えた緊急時の相談支援体

制や受入れ先の充実及び障がい者の地域生活の受け皿であるグ

ループホームに対する医療機関と連携した支援の充実を図る。

（地域生活支援拠点等における機能の充実） 

 「親なきあと」の対策について、「親あるあいだ」に行うこと

の重要性の周知や、「想いをつなぐノート」の活用など、障がい

者が自立し安心して暮らせる環境整備を進める。 
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（２）居住系サービスの確保 

障がい者が地域で安心して暮らせるよう、親なきあと等を含む障がい者の自立に向

けた居住系サービスの充実を図ります。 

主な事業 取り組み方針等 

グループホームの整

備充実 

障がい者の地域移行の進展や親なきあと等を含め、障がい者

が地域で自立した生活を送ることができるよう、利用ニーズに

応じたサービス提供体制を確保する。 

施設入所支援 

在宅生活が困難な障がい者に対して、施設入所により、入浴、

排泄、食事の介助等の支援を行う。障がい福祉計画で定める見

込量や見込量確保の方策等に沿ってサービスを提供する。 

 

（３）移動手段の確保 

障がい者の日常生活・社会生活の移動手段として、移動支援事業をはじめ、移動に

関する助成制度の適正利用を図ります。 

主な事業 取り組み方針等 

移動支援 

在宅で生活している障がい者の外出における移動の介助及び

それに伴う身体の介助等の援助を提供し、障がい者の社会参加

を促進する。障がい福祉計画で定める見込量や見込量確保の方

策等に沿ってサービスを提供する。 

タクシー利用助成 
重度障がい者の日常生活や社会生活における移動支援のた

め、タクシー利用券を交付し、タクシーの基本料金を助成する。 

自動車改造費等の補

助 

自動車操向装置の取り付け等に関する改造費や自動車運転免

許取得費の補助を行うことで、身体障がい者の社会参加の促進

を図る。 

新たな交通体系の検

討 

障がい者など移動困難者の移動の利便性を高めるため、交通

不便地において運行中の乗合タクシーの利便性向上を図る持続

的かつニーズに合った新たな公共交通の制度設計を行う。 

福祉有償運送 

ＮＰＯ法人や社会福祉法人などが、移動困難者を対象に、通

院、通所、レジャーなどを目的に有償で行う福祉車両等による

移送サービス（福祉有償運送）について、大阪府中部ブロック

福祉有償運送市町村共同設置運営協議会において、その必要性

や収受する対価等を協議する（社会福祉協議会などの事業所に

おいて事業を実施）。 

 

（４）相談・窓口体制の充実 

障がいのある高齢者や生活困窮といった複雑化・複合化した支援ニーズにきめ細か

く対応するため、基幹相談支援センターを中心として、相談支援事業所や障がい者団
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体、福祉関係機関との連携を強化し、福祉横断的重層的な相談・支援体制の整備を進

めます。 

主な事業 取り組み方針等 

相談窓口機能の充実

及び関係機関との連

携強化 

基幹相談支援センターを相談支援の拠点とし、相談支援の充

実を図る。また、市の窓口のほか各相談支援センターや八尾市

立障害者総合福祉センターなどでの相談事業を行い、24 時間

365 日の相談受付できる体制の継続と、各種相談機関や関係機

関が連携した支援体制の充実を図る。 

（地域生活支援拠点等における相談支援体制の強化） 

ピアカウンセリング

実施の検討 

精神障がい者の相談体制の充実に向け、ワークショップや講

演会などの本人活動支援を行うなど、障がい者同士が共感しあ

える場の充実を図り、相談支援体制の基盤づくりを検討する。 

（分野３―（４）こころの健康づくり及び下記の相談支援事業

へ統合） 

相談支援事業 

障がい者や障がい児の保護者等のさまざまな相談に応じ、必

要な情報の提供や助言を行うとともに、関係機関との連絡調整、

権利擁護のための必要な支援を行う。また、さまざまな障がい

に応じた専門的な対応ができる体制の整備及びピアカウンセリ

ングを整備するの充実を図る。相談支援事業は障がい福祉計画

で定める見込量や見込量確保の方策に沿ってサービスを提供す

る。 

自立支援協議会の運

営 

障がい福祉サービス事業所や雇用・教育・医療などの分野の

関係者から構成される八尾市自立支援協議会で関係機関のネッ

トワークの構築及び情報共有を行い相談体制の充実を図る。 

高齢者あんしんセン

ター（地域包括支援

センター）運営事業 

認知症等により判断能力が低下した場合でも、高齢者の主体

性や尊厳を守り、住み慣れた地域での生活を継続するために、

高齢者あんしんセンターにおける権利擁護相談や支援を行う。 

生活困窮者自立相談

支援 

さまざまな事情で暮らしに困っている人を対象に、生活相談

支援員サポーターが生活の状況を聞き、自立に向けて、一人ひ

とりに合わせた支援プランの作成やの理由に応じた支援プラン

を作成し、住居確保給付金支給などの制度案内をするほか、や

専門機関等との連携により、生活の自立に向けた支援を行う。 

多 職 種 連 携 ネ ッ ト

ワーク推進事業重層

的支援体制整備事業 

制度や組織に縛られない、国が示す「断らない相談支援」を

実現するために、「つなげる支援室」を設置し、介護、障がい、

子育て、生活困窮などの複雑化・複合化した課題を抱えた世帯

を関係機関で連携して支える仕組みづくりを行う。 

また、地域社会に参加する機会を確保するための支援の強化及

び地域住民相互の交流を行う拠点の開発等地域づくりを進める。 

福祉生活相談支援員を配置し、生活困窮者をはじめとする地域で

福祉課題を抱える人や世帯への相談事業を実施する。 
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（５）情報提供の充実 

障がい者が日常生活や社会生活で必要な情報を、迅速にわかりやすく取得できるよ

う、市の広報紙やホームページなど、障がいの種類や程度に応じた各種媒体の活用を

進めるとともに、多様な情報提供手段を検討するなど、情報アクセシビリティの向上

を図ります。 

 

主な事業 取り組み方針等 

行政情報アクセシビ

リティの充実 

市で行う各種広報等について、障がいの種類や程度に応じた

情報提供を行う。 

情報提供の手法として、音訳・点訳･手話通訳による情報提供

を充実させる。 

市で行う各種広報等について、障がい者をはじめ、すべての

市民が利用しやすいホームページとなるよう、ユニバーサルデ

ザイン化を図るなど、情報アクセシビリティの向上を図る。 

市で行う広報などについて、ホームページなど各種情報提供

手段の充実を図る。 

障がい福祉に関する

情報提供 

「障がい者福祉のしおり」の配布を通じて、日常生活の支援

制度や助成制度、相談窓口の案内など、多くの障がい者が必要

とする情報をわかりやすく提供する。 

障がい福祉サービス

事業所情報の提供 

児童発達支援センターや放課後等デイサービスをはじめとし

た通所施設障がい福祉サービス事業所の特徴を掲載した事業所

情報を公開し、利用者が事業所を選択するための情報としてわ

かりやすく提供する。 
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〔分野６〕 住環境                               

【現状と課題】 

障がい者がそれぞれの地域で安全に安心して暮らすことができる生活環境の整備が

求められ、身近な地域での暮らしの場の確保と、日常生活における社会的障壁の除去

やアクセシビリティの向上を進めるため、道路や公共施設におけるバリアフリー化が

必要です。 

 

【第４期後期計画の方向性】 

障がいの有無にかかわらず、あらゆる障壁を取り除き、誰もが快適で暮らしやすい

まちづくりを進めるため、住環境の整備と道路や公共施設など不特定多数の人が利用

する施設等におけるバリアフリー化を進めます。また、公共空間における安全性を確

保するために、駅周辺の交通マナー等に対する理解啓発を図ります。 

 

（１）住環境の整備 

障がい者が安全で快適な環境で過ごせるよう、住宅のバリアフリー化や市営住宅の

建替えに伴うバリアフリー化を推進します。また、建築士等による住宅相談を実施す

るほか、賃貸住宅における入居促進を図ります。 

 

主な事業 取り組み方針等 

住宅改造 
障がい者が住み慣れた自宅で自立し、安心して生活できるよ

う、住宅改造に関する相談や改造費用の助成を行う。 

障がい者住宅バリア

フリー相談 

障がい者が自宅で生活するために必要なバリアフリーなど住

宅に関する困りごとについて、「建築士・弁護士による相談（住

宅相談）」を実施する。 

市営住宅の整備・ 

改善 

地域等と連携し、市営住宅の建替えや改善等、市営住宅の機

能更新を進める中で、障がい者等が利用しやすい住宅の整備を

推進する。 

住宅入居等支援 

住宅セーフティネット制度や大阪あんぜん・あんしん賃貸住

宅登録制度など、障がい者等が円滑に入居できる仕組みの普

及・促進に努める。 

賃貸契約による一般住宅への入居を希望しているが、保証人

がいない等の理由により入居が困難な障がい者に対し、入居に

必要な調整等に係る支援を行うとともに、家主などへの助言等

を通じて障がい者の地域生活を支援する。 

 
 
（２）道路・公園・公共施設の整備等 

障がい者が地域の主体として社会参加できるよう、道路や公園、公共施設における

利便性・安全性を高めるため、バリアフリー化を推進するとともに、公共交通機関に

ついて、各事業者と連携しながら駅舎のバリアフリー化等を促進します。 
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また、違法・迷惑駐車や放置自転車を防止し、公共空間の安全を確保します。 

主な事業 取り組み方針等 

公共建築物のバリア

フリー整備促進 

既設建築物・新設建築物に対して段差解消やエレベーター設

置等を促進し、バリアフリー化を図る。 

民間建築物のバリア

フリー整備促進 

障がい者を含む不特定多数の人が利用する建築物に対して、

バリアフリー法等に基づき、新築・増築時にバリアフリー化を

誘導する。 

道路・歩道・公園の

整備 

違法･迷惑駐車防止の啓発パトロールを実施し、地域での迷惑

駐車防止活動を支援する。 

放置自転車を原因とする公共空間の機能不全や安全阻害の回

復を図るために、自転車利用者のモラル向上を市民と共に啓発

し、自転車駐輪場の利用促進に努める等の整備を図る。 

駅周辺の道路及び駅前広場など重点的・一体的に整備するた

めの交通バリアフリー基本構想を策定し、各鉄道駅及び周辺の

整備事業は概ね完了している。 

駅周辺道路は商店や人通りが多いため、事業に対する理解と

協力が不可欠であり、効果の検証を行うとともに、障がい者等

が利用しやすい歩行空間の確保に努める。 

都市公園の新設や再整備にあたり、段差を解消し、広い園路

の確保、障がい者等が利用しやすいトイレや水飲み場の設置を

検討する。 

 

 

〔分野７〕 地域交流・地域活動                              

【現状と課題】 

障がい者の地域交流として、近所づきあいや自治会活動等を望む意見がある中、地

域の人々とのコミュニケーションの難しさを感じることで地域交流はしたくないとい

う意見があります。また、障がい者の地域活動として、公園等の清掃活動や障がいの

理解啓発活動を望む意見がある中、一方では、地域活動の情報取得が困難であり、参

加しにくいという意見もあります。 

障がい者の地域交流等にあたっては、意思疎通を円滑にする必要があるため、近年

飛躍的に普及しているＩＣＴ等を使ったコミュニケーション手段の充実や情報提供の

促進が求められています。 

このような意見が出る背景には、お互いのことをよく知らないことが原因のひとつ

と考えられ、お互いをよく知るためには会話（対話）をはじめとするコミュニケーショ

ンが必要です。このことからも、コミュニケーション手段や情報提供手段の充実を図

り、地域交流及び地域活動の促進、ひいては障がい者理解を推進することが求められ

ています。 

また、令和４年５月には障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推

進法が施行され、コミュニケーションの充実についての関心は高まっています。 



  

19 

 

 

【第４期後期計画の方向性】 

障がい者が地域の中で、より楽しく充実した生活を送るために、地域交流を及び地

域活動への参加を促進することは、社会課題となっている障がい者の地域移行の促進

に加え、社会参加や防犯・防災の観点からも大変重要です。します。また、障がい者

が地域で役割を持ち、地域の担い手として活躍できるよう、地域活動への参加を促進

します。さらに、地域交流や地域活動への円滑な参加促進に向けて、ＩＣＴ等も活用

しながら、八尾市社会福祉審議会障害者福祉専門分科会にて議論しまとめたコミュニ

ケーション支援の充実を図りますに資する取り組みを推進します。 

また、障がいの有無にかかわらず、地域団体や学校等の関係機関と連携し、地域住

民と障がい者が気軽に集い、交流できる場や機会の提供と充実を図ります。また、誰

もが地域社会を構成する一員として活躍できるまちづくりを見据え、さまざまな地域

活動や障がい者団体等との活動を通じて、地域社会とのつながりを深めていきます。 

さらに、広く市民全体にコミュケーション支援自体の理解や地域社会とのつながり

が深まるよう、コミュニケーション支援の重要性を明らかにするため、条例化を含め

た検討を行います。 

 

（１）コミュニケーション支援の充実 

手話通訳者の派遣や点訳、音訳等、コミュニケーションが円滑に行えるよう、障が

い特性に応じた意思疎通支援の充実を図ります。 

主な事業 取り組み方針等 

奉仕員養成研修 

聴覚・言語障がい者や視覚障がい者のコミュニケーション手

段を確保し、社会参加の促進を図るため、手話・点訳・音訳・

要約筆記の奉仕員養成講座を実施する。 

手話・音訳の啓発活

動の充実 

「手話は言語である」ことを踏まえた手話の啓発及び学校・

地域の方への手話・点訳・音訳・要約筆記の啓発を行う。 

意思疎通支援 

聴覚・言語障がい者等が社会生活をする上で、公的機関・医

療機関等へ外出が必要なときに、コミュニケーションの手段と

して手話通訳者や要約筆記者を派遣し、社会参加の促進を図る。

また、地域に意思疎通支援が広まるよう、制度の周知を図る。 

コミュニケーション

の充実に資する取り

組み 

下の表に示す「コミュニケーションの充実に資する取り組み」

を実施し、障がいの有無にかかわらずあらゆる市民が、多様性

を認めあい、多様なコミュニケーション手段を活用しながら、

市民同士で気軽に対話できる明るい社会の実現をめざす。 
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（表）「コミュニケーションの充実に資する取り組み」 

（障害者福祉専門分科会コミュニケーション条例検討部会 報告書より抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域交流の促進 

障がい者が地域交流できる機会・場づくりとして、地域のお祭りや市民スポーツ祭

など、地域のイベント等への参加を促進します。 

また、障がい者の居場所づくりや仲間づくりにつながるよう、スポーツ・文化活動

を通じた交流の促進を図ります。 

 

主な事業 取り組み方針等 

地 域 活 動 支 援 セ ン

ター 

創作的活動や生産活動の機会の提供、社会との交流促進を図

る。障がい福祉計画で定める見込量や見込量確保の方策等に

沿ってサービスを提供する。 

障がい児の学校外活

動の支援 

放課後子ども教室支援事業でスポーツや社会体験などに地域

全体で取り組み、子どもの居場所づくりの充実に努める。 

放課後の児童の健全育成を図るため、小学校の教室等を活用

して運営している放課後児童室において、障がい児の受入れ体

制を充実する。 
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障がい者同士の交流 

地域生活での交流 

障がい者同士、並びに障がいのある人とない人との交流を促

進するため、八尾市立障害者総合福祉センターにおいて、芸術

文化に関する講座等やスポーツ大会、レクリエーション事業を

実施する。 

障がい者スポーツ教室を開催し、障がい者同士の交流を図る。 

障がい者が、社会貢献活動に興味を持ち参加することで、交

流できる場の増加につなげることができるよう、八尾市市民活

動支援ネットワークセンター「つどい」による社会貢献活動を

行う団体の情報提供を行う。（次項の地域活動への参加にて同趣

旨の事業掲載あり） 

障がい者及びその家族が利用する障がい福祉農園の活性化を

図り、農園を通じた地域交流の促進を図る。 

中途失明者の社会参

加事業 

中途失明者歩行訓練など、事故や病気で中途失明された障が

い者に対して、ひとりで安全に歩行するための訓練を実施する。 

 

（３）地域活動への参加 

障がい者が地域の一員として、助けあい、支えあい、活躍できるよう、地域福祉活

動やボランティア活動への参加促進を図ります。 

 

主な事業 取り組み方針等 

ボランティア活動の

推進 

地域福祉の担い手として、障がい者を含む市民ボランティア

の育成と活動のための条件整備を図る。 

市民活動への参加促

進 

障がい者団体等の活動を通じて、障がい者が市民活動に参加

できるように支援を行う。 

障がい福祉の向上に資する活動をはじめ、住民団体等が行う

地域福祉活動に対し、地域福祉推進基金事業助成金を交付する

ことにより、地域活動への参加を促進する。 

障がい者が、身近な地域で行われている市民活動に興味を持

ち、市民活動に参加できるよう、八尾市市民活動支援ネットワー

クセンター「つどい」による市民活動を含めた公益活動を行う

団体の情報提供を行う。 
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〔分野８〕 芸術文化・スポーツ・生涯学習等                   

【現状と課題】 

芸術文化活動やスポーツ及び趣味やレクリエーション活動は、障がい者の毎日の暮

らしの中で、重要な生きがいとなっています。一方で、実際の過ごし方として、この

ような活動をしている人は少ない状況です。 

障がい者からは、生涯学習の場の充実や障がいの有無にかかわらず参加できるイベ

ントの充実を求める声があり、生涯学習の機会として、ＩＣＴを活用した各種講座等

の充実が求められています。 

 

【第４期後期計画の方向性】 

障がい者が芸術文化活動、スポーツ、生涯学習などを通じ、それぞれのライフスタ

イルにあった生活の豊かさを求められるよう支援を充実します。 

また、障がい者が地域において芸術文化、スポーツに親しむことができる施設・設

備の整備等を進めるとともに、障がい者のニーズに応じた芸術文化やスポーツに関す

る人材の育成、関係者のネットワークづくりを促進します。 

また、障がい者が生涯にわたり、芸術文化やスポーツなどのさまざまな機会に親し

むことができるよう、総合体育館や屋内プール、コミュニティセンターなど市内のあ

らゆる施設を活用し、多様な学習・体験活動等の機会の充実を図ります。 

 

（１）芸術文化活動等の推進 

障がい者をはじめ、市民が気軽に芸術文化に親しむことができるよう、市内で開催

される講演会や芸術鑑賞などの機会の充実を図り、芸術文化活動に参加しやすい環境

づくりに取り組みます。 

また、障がい者のスポーツへの参加を促進し、体力や競技力の向上を図る機会の提

供に取り組むとともに、スポーツを通じた生きがいづくりを促進します。 

主な事業 取り組み方針等 

芸術文化活動の促進 

市立図書館で市民ボランティアの協力を得ながら、図書の対

面朗読を実施する。点字図書やバリアフリー字幕付き映像資料

等障がい者字幕付ビデオを所蔵し、来館が困難な人に、図書の

宅配サービス、ＣＤの郵送貸出等を行う。 

八尾市立障害者総合福祉センター等において、陶芸や絵画、

フラワーアレンジメントなどの芸術活動を通じた生きがいづく

りを促進する。 

ス ポ ー ツ ・ レ ク リ

エーション活動の促

進 

八尾市立障害者総合福祉センター等において、ボッチャなど

のパラスポーツをはじめとする各種スポーツの実施や大会を開

催するなど、スポーツ活動を通じた生きがいづくりを促進する。 

視覚障がい者にスポーツの楽しさを味わってもらうととも

に、健康の保持増進を目的としたスポーツ教室を開催する。 

また、障がい者が参加するスポーツ大会や教室の普及に必要
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な、指導者養成講習会を実施するとともに、研修を受けた指導

者が、スポーツ活動に参画できるよう働きかける。 

八尾市立障害者総合

福祉センター等にお

ける生涯学習の推進 

障がい者の学習活動を支援するため、障がいの種別や程度に

応じた各種講座等を開催する。パソコン等のデジタル活用支援、

料理、茶華道、手芸など生涯学習の機会を提供する。 

芸術文化振興事業 

芸術文化振興プランの基本方針に基づき、障がい者をはじめ、

さまざまな人々に芸術文化に親しむ機会の充実に努める。 

文化会館において、バリアフリー設備の設置、点字版利用の

しおりの配布、一部主催事業におけるやさしい日本語による公

演チラシの作成や要約筆記の導入・看護師の配置等を行う。 

 

 

〔分野９〕 権利擁護・虐待防止                       

【現状と課題】 

障害者差別解消法の施行後においても、障がいや障がい者への理解が地域社会に十

分浸透しているとは言えない状況であり、社会のあらゆる場面で社会的障壁を取り除

く合理的配慮が求められます。 

障害者差別解消法が改正され、民間の事業者による合理的配慮の提供が法的義務化

されたことに加え、令和６年７月に旧優生保護法は憲法違反とする最高裁判所の判決

が出ました。これらのことからも相互に人格と個性を尊重しあえる共生社会の実現が

よりいっそう求められています。 

また、障がい者の権利や財産を守るため、権利擁護や虐待防止について関係機関と

の連携強化や、成年後見制度の活用促進などが引き続き課題となっています。 

 

【第４期後期計画の方向性】 

障がいの有無にかかわらず、市民が等しく日常生活や社会参加ができるよう、民間

の事業者を中心にあらゆる場面で社会的障壁を取り除く合理的配慮の浸透を図ります。 

また、地域共生社会の実現に向けた重要な制度である成年後見制度については、十

分に利用されているとは言えず、障がい者の重度化・高齢化の進展やに伴う親なきあ

と等を見据えての課題解決のためにも必要性はますます高まっており、金銭管理を含

め、自立した生活環境を整える必要があり、必要な方が適切に制度を利用できるよう

制度周知を含めて及び利用の促進を図ります。 

障がい者の虐待に関しては、基幹相談支援センターをはじめ、や虐待防止センター

やを中心に相談支援事業所等と連携し、迅速に対応できる体制を充実します。 

 

（１）権利擁護システムの充実 

障がい者に対する権利擁護のため、地域自立支援協議会や社会福祉協議会等の関係

機関と連携し、成年後見制度や日常生活自立支援事業の利用促進を図ります。また、

合理的配慮の提供に関する理解と制度の浸透を進めます。 
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主な事業 取り組み方針等 

権利擁護支援の仕組

みづくり 

高齢の障がい者や高齢の養護者と住む障がい者等の権利擁護

のための取り組みを効果的に実施していくため、基幹相談支援

センターをはじめ、高齢者あんしんセンターなどの関係機関と

の連携強化を図る。 

成年後見制度の普及

と利用支援 

知的障がいや精神障がいなどの特性や症状により判断能力が

不十分な人で、配偶者もしくは２親等内の親族がいない人につ

いて、市が後見開始等の審判申立てを行うとともに制度の周知

普及に努める。 

権利擁護の推進 

八尾市社会福祉協議会権利擁護センターを関係機関をつなぐ

事務局（中核機関）として、専門職団体、関係機関が連携、協

力する「協議会」を設置し、支援する仕組みづくりを行う。ま

た、権利擁護支援が必要な人の増加に対応するため、地域で後

見活動を行う「市民後見人」の養成支援を行う。 

市民後見人推進事業 

八尾市社会福祉協議会において、親族以外で後見業務を行う

第三者後見人の新たな担い手として、身近な市民という立場で

後見活動を行う市民後見人を養成し、適切に活動できるよう支

援する。 

法人後見事業 

八尾市社会福祉協議会が、家庭裁判所の選任により、法人と

して後見人等に就任し、認知症や障がい等により判断能力が不

十分な十分でない人の財産管理や身上監護保護を行い、本人の

権利を擁護する。 

日常生活自立支援事

業 

八尾市社会福祉協議会において、認知症や知的・精神障がい

等の特性や症状により判断能力が不十分な十分でない人につい

て、契約により本人に代わって、福祉サービスの利用手続きや

日常の金銭管理を行う。 

合理的配慮の提供等

への理解啓発 

各種イベントへの参加や企業等との連携により、民間事業者

及び広く市民へ合理的配慮の提供及び不当な差別的取扱いの禁

止に関する理解啓発を行う。 

 

（２）虐待防止対策の充実 

関係機関等との連携を強化し、障がい者に対する虐待を未然に防ぐとともに、虐待

が発生した場合は、迅速かつ適切な対応ができる体制の構築を図ります。 

 

主な事業 取り組み方針等 

障がい者虐待防止 

センター事業 

八尾市障がい者虐待防止センターを中心に、障がい者の虐待

防止に取り組む。また、虐待を未然に防ぎ早期発見に努めるた

め、関係機関と連携し、相談機関の周知及び啓発活動にも取り

組む。 
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〔分野 10〕 理解・啓発                        

【現状と課題】 

障がい者理解が深まるためには、障がい及び障がいのある人や合理的配慮に関する

理解啓発や、学校における福祉・ボランティア教育の充実が求められています。とり

わけ、子どもの頃からの障がいについての理解と認識を深める取り組みを通じて、誰

もが障がいを特別視することのない「こころのバリアフリー」の推進が求められます。 

また、障がい者理解の啓発には、障がい者をはじめ、すべての市民に対する理解の

浸透が必要であり、効果的な理解啓発手法の検討が求められます。 

 

【第４期後期計画の方向性】 

障がいの有無にかかわらず、ともに認めあい、支えあいながら、地域で共に暮らし

ていく「インクルーシブ社会」の実現のためにに向けて、地域や学校、企業等におけ

るさまざまな場面において、関係機関と連携し、効果的な障がい者理解の啓発に取り

組みます。 

 

（１）教育・啓発活動の充実 

子どもから大人まで、家庭や地域、学校、会社などあらゆる場面で、障がい者の人

権や障がいに対する正しい理解と知識を深め、合理的配慮を実践できるような教育・

啓発活動を推進します。 

 

主な事業 取り組み方針等 

障がい者理解教育の

推進 

障がいや障がい者に対する正しい理解と知識を深めるため

に、障がい者団体が、主に小中学校の児童・生徒を対象に、障

がいの疑似体験や、障がい者から児童・生徒が直接話を聞く障

がい福祉学習を実施する。 

障がい者雇用に関す

る啓発活動の推進 

事業所を対象とした障がい者雇用の促進を図るための啓発活

動を行う。 

障がいの特性と適切な対応を理解し、雇用を促進するため、

事業所を対象とした効果的な啓発のあり方について検討する。 

障がい児理解の推進 

障がいや障がい児に対する正しい理解が進むよう、障がい児

との交流・共同学習や啓発資料の配付冊子の発行、作品展の Web

開催等を行う。 

参加体験型の人権啓

発の実施 

「ひゅーまんフェスタ」等において、人権を考えるプログラ

ムや参加体験型学習を実施する。（重複している内容が多いため

下記の「啓発広報活動の実施」に統合） 

  



  

26 

 

主な事業 取り組み方針等 

啓発広報活動の実施 

「障がい者フォーラム」など、広く市民を対象としたイベン

トを通じて、障がいや障がい者に対する理解を促進する。 

「ひゅーまんフェスタ」における人権を考えるプログラムや

参加型体験学習の実施及び「人権啓発セミナー」や「地区人権

研修」などにおいて、障がい者の人権に関する講演会・展示等

を開催する。 

市 職 員 や 障 が い 福

祉・保健の従事者に

対する研修 

市職員や障がい福祉等に関わる人に対して、障がい者の人権

をテーマにした人権教育の研修やイベント等を実施し、資質の

向上を図る。 

ヘルプマーク・ヘル

プカードの推進 

ヘルプマーク・ヘルプカードについて普及啓発を行い、支援

を必要としている人が身近にいることの理解や周囲の支援を促

進する。 

 

 

（２）行政への参画 

障がい者施策の推進や計画策定のプロセスに、障がい者やその支援者、ボランティ

ア等が参画し、障がい者の視点に立った施策展開を実践します。 

 

主な事業 取り組み方針等 

障がい者施策への参

画 

障がい者団体の代表が、障がい者福祉専門分科会にて、障が

い者基本計画の立案から進捗管理に関わり、障がい当事者やそ

の支援者等から構成される障がい者基本計画ワーキング会議に

て計画に基づく施策等を実践する。 

安全な歩行空間の確

保に向けた啓発の推

進 

すべての市民の安全な通行環境の確保のため、障がい者等が

実施する放置自転車に関する啓発活動と協働しながら、交通の

安全確保に向けた啓発を推進する。（分野６―（２）へ統合） 

障がい者が選挙に参

加しやすい環境づく

り 

各投票所の段差解消のための簡易スロープの設置、や選挙当

日の選挙対策本部への手話通訳者の配置、視覚障がい者用にの

点字や音声版の選挙公報や朗読テープをの送付するなど、障が

い者が選挙に参加しやすい体制環境整備に努める。 
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委員からの意見まとめ等 

 

１．第４期八尾市障がい者基本計画の令和５年度実績の報告について 

該当箇所 

（分野、ページ数など） 
意見等 意見に対する回答・対応等（案） 

全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発達障がい児支援セ

ンター事業 

 

 

 

 

障がい児相談事業の

充実(２事業) 

 

 

障がい児保育・特別支

援教育の推進 

 

 

 

通園施設等における療

育の推進 

 

 

R7～R10の事業の方向性が、ほとんど継続となってお

り、見込みが増加される事業や重点事業はもっと積極的

な施策を期待する意味から、拡大が望ましい。 

 

 

・全ての事業が継続となっているが、拡大や縮小する事

業はないのか。 

・少子高齢化に対応した持続可能なサービスのあり方に

ついて検討すべきではないか。 

・必要不可欠なサービスに人員や資源を集中していくこ

とが大切と思う。 

 

 

児のみの療育を希望する保護者の増加は理解できる

が、保護者の成長を期待できる親子型の事業は縮小す

るべきではなく、事業の効果を啓発し、利用者の増加を

目指すべきで、継続が望ましい。 

 

 

この２事業とも、重要な施策であり、相談者や対象者が

増加していることから、「継続」よりも「拡大」が適である。 

 

 

・受け入れ上限の撤廃や予算増の観点から拡大が適。 

・巡回指導を２回実施したいのであれば拡大が適。 

 

 

 

言語聴覚士の配置は、とても大切な観点なので、拡大に

して実現してほしい。 

 

 

特に市の重点事業の位置づけの

ある事業は「拡大」とし、積極的

な事業を展開するよう関係各課

と共有します。 

 

例えば、地域移行や就労等の社

会参加の促進、ＩＣＴを活用した

人材確保等を推進し、社会情勢

等に応じた事業展開を分科会に

て議論し実行したいと考えます。 

 

 

 

保護者支援については、ペアトレ

やペアプロ等の事業を中心に、

児童発達支援センターを中心に

事業所とも連携しながら充実を

図ります。 

 

担当課へ情報共有し、引き続き

多様な相談を受ける体制整備に 

努めます。 

 

担当課へ情報共有し、保育サ

ポート枠や巡回指導回数の拡大

が実現できるよう努めます。 

 

 

担当課へ情報共有し、言語聴覚

士の拡充を含めた機能充実に努

めます。 

 

【分野１ 療育・保育・教育】 

参考① 
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医療的ケアが必要な子

どもへの支援の充実 

 

 

 

 

(3)特別支援教育の充

実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害時要配慮者の避

難支援体制の充実 

被災障害者の救護・援

護体制の整備 

 

 

被災障害者の救護・援

護体制の整備 

 

 

 

 

衛生物品等の支援 

 

 

 

 

医療的ケア児をサポートする体制はまだまだと聞く。子ど

もの保護者にとっては、受け入れ可能なこども園、放課

後児童発達デイ等の情報も得にくいようだ。そもそも受

け入れ可能な所も少ない中で、まずは保護者のニーズを

聞き取れる場を作っていくことも大事ではないか。 

 

教育センター３事業において、現状の継続で児童や指導

者の支援が十分であるとは言えず、課題が山積している

ことから、事業を拡大することが強く望まれる。 

 

特別支援教育に関しては、２０２２年４月２７日付け文科

省通知「特別支援学級及び通級による指導の適切な運

用について」によって、これまでの学校での対応が変わっ

てしまう不安を、幾人からの保護者から聞いた。教育委

員会はじめ学校教職員の皆さんは、これまでの仕組みか

ら後退しないようご尽力されていると思うが、報告にある

研修回数や配置人数、設置校等々の実績、成果に加え

て子どもたちの声を大切にさらなる充実をはかっていた

だきたい。 

 

 

個別の避難計画の周知や徹底を図り、公的な援助が届

かない間の援助が滞ることのないように、地域での情報

共有を進める必要があるので、施策に反映してほしい。 

 

 

 

FM放送閉局後のプランについて、記載すべき。 

 

 

 

 

 

コロナをはじめとする感染症の流行は、まったく収まって

いないため、縮小せず、継続すべき。 

 

 

 

実態に応じた体制整備のため、

関係機関に加え当事者からの

ニーズ等の把握についても検討

を進めます。 

 

 

担当課へ情報共有し、課題解決

をはじめとする特別支援教育の

充実に努めます。 

 

担当課へ情報共有し、本通知の

主旨も踏まえつつ、個々の児童

生徒に応じた対応ができるよう、

各取り組みの充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

現状課題となっている個別避難

計画の地域での活用について、

危機管理課や出張所等と連携

し、地域での活用促進を進めま

す。 

 

インターネットやSNSの活用をさ

らに進めていくほか、個別避難

計画による地域での支援（共助）

体制の構築に努めます。 

 

 

変異株や別のウイルス発生の可

能性もあるため、平時では予防

啓発等を行い、有事の際には速

やかな対応ができるよう努めま

す。 

【分野２ 防犯・防災】 

【分野３ 保健・医療】 
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福祉、保健、労働、教

育、商工機関の連携 

 

 

 

(4)相談・窓口体制の

充実 

相談窓口機能の充実

及び関係機関との連

携、相談支援事業 

 

相談窓口機能の充実

及び関係機関との連

携強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③道路・歩道・公園の

整備 

 

 

 

障がい者同士の交流、

地域生活での交流 

文化・スポーツ課 

 

（３）地域活動への参加 

ボランティア活動の推

 

 

セミナーにとどまらず、職員の確保や仕事の安定した供

給など、日常的な連携を盛り込んでほしい。 

 

 

 

ケースの増加や困難ケースに対応するために、拡大にす

る。 

 

 

 

 

障害サービス、生活等の相談の充実は様々な分野で必

要なことと認識している。その上で、この項目が当てはま

るか分からないが、障害者差別解消法に基づく、障害者

差別に関わる窓口機能の充実が必要ではないか。基幹

相談支援センターが窓口となるならば、そのことも受け

付けるという広報がもう少し必要ではないか。どの程度、

差別や人権侵害に関わる相談がされているかは分から

ないが、あまり多く報告されていないのではないかと思

う。障害者差別解消法に基づく合理的配慮の提供もす

べての事業所に適用となった。当事者が諦めることなく

声を上げて、一つ一つ解決していくために、まずはその

受けた侵害を相談しやすくすることが必要ではないか。 

 

 

インクルーシブ遊具を設置した公園についての記載がな

いので、実施場所を記載し、今後の方向性にも、インク

ルーシブ公園設置を記載する。 

 

 

しぶきで行っている障がい児水泳教室について記載が

ないので、実施について記載する。 

 

 

ボランティア講座（精神保健福祉）について。社協と地域

活動支援センター主催の内容か。目的が令和５年度はボ

 

 

現状、職場体験先の確保や同友

会との連携等も進めており、雇

用の充実に向けた取り組みを進

めています。 

 

基幹相談支援センターを中心に

市内の計画相談支援事業所等と

ともに、引き続き相談支援体制

の充実を図ります。 

 

 

障がい者差別に関する相談等に

ついては、基幹相談支援セン

ターを中心に対応を行っており、

必要に応じて相手方へ訪問し、

注意喚起などを実施している。

合理的配慮の啓発と合わせて今

後も対応に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

担当課へ情報共有し、今後、イン

クルーシブ遊具が設置済みまた

は設置予定の公園等に関する情

報提供に努めます。 

 

担当課へ情報共有し、障がい児

水泳教室の内容についても実績

として掲載します。 

 

標記ボランティア講座は社協主

催の内容です。課題については、

【分野４ 雇用・就労】 

【分野５ 生活支援】 

【分野６ 住環境】 

【分野７ 地域交流・地域活動】 
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進 

 

 

 

障がい者虐待防止セ

ンター事業 

 

 

 

 

障がい者理解教育の

推進 

 

ランティア育成→啓発に主を置いている。課題は市が捉

えているものか。 

 

 

虐待防止センターの取り組みが不明確。市民に対して、

相談事業に対しての取り組みシステムを説明することが

啓発や早期発見につながると考える。 

 

 

 

・精神障がいの理解促進、自殺予防なども教育に学習す

る機会を盛り込んで欲しい。ヘルプマークとも関連でき

たらさらに良いと思う。 

八尾市と社協とで情報共有し、

市として捉えているものです。 

 

 

虐待通報までの流れや、虐待と

思われる事態を把握した時の相

談フローなど、手続きを具体化す

るなどの工夫を検討し、引き続き

啓発に努めます。 

 

ご意見を参考に小中学生に対す

る理解啓発の充実について検討

します。 

 

 

２．第４期八尾市障がい者基本計画の前期計画期間の取り組み状況について 

分野 意見等 

１ 療育・保育・教育 

・「発達障がい」の理解や啓発は、大きな課題となっている現状から、方向性や取

組の中に何の記載もないのはいかがか。 

・「（３）特別支援教育の充実」について、児童生徒の指導の根幹に据えなければな

らない個別の指導計画や支援計画は、実効性に課題があると思うので、その現状

や課題についての記載を加えてもらいたい。 

・多くの保護者から、指導者の資質向上と指導内容の充実を求める声が上がって

いる。「各種研修を積極的に開催」しているにもかかわらず、なかなか改善されな

い現状を踏まえ、もう一歩踏み込んだ対策を提案してもらいたい。 

・意見聴取①実績報告に対する意見と対になるが、１頁の医療的ケア児をサポート

する体制をどのように充実するかは重要だと思う。まずは保護者のニーズを聞き

取れる場を、寄り合える場を作っていくことも大事ではないかと思う。 

・同様に、２頁の特別支援教育についても（３）特別支援教育の充実に記載されて

いるように、「個別状況に応じた支援を実施できるような体制構築を進めていま

す。」を子どもたちのニーズに合わせ進めてほしい。 

・支援を必要とする障がい児の増加、多様化を耳にする。保護者の方が自発的に

相談に行かれる場合は良いが、先生の方からは言いにくいそうである。相談し、適

切な支援を受ければ発達障がいの場合は回復すると確信している。個別状況に応

じた支援を実施できるような体制構築は急を要すると思う。 

・特別支援教育について、支援員や介助員の方は支援が必要な子供達と向き合っ

て頑張っていると思うが、障害のことを理解されていない教員の方もいる。親は

「私の子供の障がいを理解してくれて安心して支援学校に通わせられる」と思っ

【分野９ 権利擁護・虐待防止】 

【分野 10 理解・啓発】 
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て、小、中、高と預けていると思うが、本当に子供の個性を理解されている先生は

少数だった。教頭の方は全くだった。どのように研修等されているか不明である。 

・本人の受診態勢ができるよう、児童期から保育・教育機関において出張医療のよ

うな形で経験を積むことが必要である。 

２ 防犯・防災 

・障がい、看護、介護に関する情報を普段最も身近な存在の訪問看護師、ヘル

パー等が定期的に八尾の地域ネットワークに入力、更新しておき、必要時、避難所

や救急病院で即座に個人情報を得るシステムを構築しておけば、スムーズな避難

生活の支援、病院と施設の速やかな連携、病院の正しい診療に役立つと思う。 

・グループで、地域の複数名を救護する時は、グループラインのような、記録があ

り、担当者が同時に閲覧できる機能が有用である。災害時も利用可能なこうした

システムと機器があれば、被災時の要配慮者への支援が進む。 

・社協の協力を得て、年３～４回、まち協や福祉委員会を通じて各地域に出向き、

「災害時における避難方法」の講習会を開催している。その目的は、地域の人たち

に「近所に障がい者が住んでいるか再確認していただき、もし災害が発生したらま

ず気軽に声をかけ、誘導しながら一緒に避難してもらうこと」である。啓発活動の

活発さは地域格差があるため、すべての地域で平等に啓発を開催していただきた

い。そして、八尾のすべての市民が障がい者に目を向けて、共に生きて当たり前、

優しい手を差し伸べてもらうことを願いたい。 

・「個別の避難計画」について一言の記載もないのはいかがか。現状とその課題に

ついて解決策を記載してもらいたい。 

・（２）防災対策の充実について、「地域における災害時要配慮者支援については、

引き続き取り組みを進めていきます」と記載してあるが、具体的に他地域への展

開・他の災害への拡大を計画に記載していくべきではないか。 

・近年、人間関係の希薄化が進む中、地域コミュニティにおける支えあいの地域づ

くりは、災害発生時には特に必要である。災害時要配慮者に対する具体的な避難

支援の仕組みが構築されていないところも多々ある。急がれる課題だと思う。町会

長が１年交代と言う町会が多い中、地区福祉委員会が地域全体の要支援者を把

握するのが困難になっている。 

・避難所について、障がいにより場所を確保することは難しいと思う。しかし、知的

障がい者は物音等で不穏になる。その点等を考えて、災害が起きた時にどうすれ

ば良いか、どこに行けば良いか、何か持って行く物があるのか等、アドバイスもマッ

プに載せていただけたら良いと思う。 
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３ 保健・医療 

・新型コロナウイルス感染症は5類に変更され、関連ニュースは減ったが、感染は

収束しきれていない状況で、感染対策の継続が必要である。今後変異株で再流行

した場合、これまでのコロナ禍で行われた対応がまず求められる。市、保健所と施

設とで感染情報の共有、有症状者の把握、および、患者対応方法の職員への再周

知をなお続けていただけるようお願いする。 

・（３）感染症対策としてグループホームなどから隔離する必要があっても、別室確

保が困難な場合に備え、隔離場所の確保が必要である。 

４ 雇用・就労 

・「福祉、保健、労働、教育、商工等の関係機関の連携」は、これからの重要課題だ

と思いますが、記載がない。その有効性や方向性について記載してもらいたい。 

・（１）就労が進まない理由は、雇用先の不足が大きい。企業等にむけた雇用先の

拡大への取り組みの明記が必要である。 

・（２）福祉的就労の充実において、支援の質の向上が“実地指導”になっているが、

それだけにしていていいのかと思う。事業所・職員の育成とも関係する課題であ

り、育成にむけた取り組みの必要がある。 

５ 生活支援 

・身近な地域で気軽に相談できる場の確保の充実は早急に取り組む必要性を感じ

ている。 

・高齢者安心センターが中学校区にあるが、住民の方は介護の相談と思っておら

れる方が多い。 

・「第４期計画の方向性」の８行目にある「地域全体で障がい者を支える体制の整

備に取り組みます。」に関して、もう少し具体的に知りたい。 

・強度行動障がい者を受け入れてくれる短期入所先がない。 

・施設入所出来るところがない。八尾市だけではなく大阪府に受入れ場所がない。

TVでも特集でやっていた。八尾市のとある生活支援（日中）の施設でパニックにな

り、通所を断られ行き場をなくした。その後、八尾市も何もしてくれなかった。結局、

堺の方まで通所することになった。「つなげる支援室」はどういったことをしてくださ

るのか。 

・（１）在宅生活の支援のうち、地域生活支援拠点等について、緊急時の受け入れ

体制確保の取り組みが進んでいるが、受け入れ先の拡大についても計画に記載

できないか。受け入れ先が拡がった方がより安心できる体制になると考える。 

・（１）在宅生活の支援について、「４ 雇用・就労 （２）福祉的就労の充実」に関する

意見と同様。 

・（２）居住系サービスの確保について、グループホームの確保が困難となってい

る。住居確保にむけた地域への働きかけなど、事業所任せではない取組が必要。 

６ 住環境 

・避難所のバリアフリー化の点検も必要だと思う。 

・加齢化・重度化により今まで住んでいたグループホームの住居改善が必要な場

合、制度活用ができないかと考える。 
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７ 地域交流・地域活動 

・（１）コミュニケーション支援の充実にある、障害者福祉専門分科会での記載は、

私も参加した上での結果なので承知しているが、条例はむずかしくでも、「手話は

言語である」といった視点はどこかで明記すべきではないかと思う。 

・障害をもっておられる方が地域活動に参加され、地域との交流を持たれることは

楽しく充実した生活を送るためには重要なことである。地域活動を進める側からは

障がい者の情報が入ってこないので、障がいを持っておられる方との接点を模索

している。 

８ 芸術文化・スポーツ 

  生涯学習等 

・「第４期計画の方向性」の６～７行目を下線部のように修正してもらいたい。 

「障がい者が生涯にわたり、芸術文化やスポーツなどのさまざまな機会に親し

むことができるよう、総合体育館や屋内プール、コミュニティセンターなど市内のあ

らゆる施設を活用し、多様な学習・体験活動等の機会の充実を図ります。」 

９ 権利擁護・虐待防止 

・障がい者福祉施設や精神病院等の職員による虐待のニュース報道があり、国か

らの対策マニュアルが発出される現状である。施設、病院の担当者を対象に市で

虐待防止の講義をし、持ち帰って、施設病院職員に伝達を行うことが、職員の意識

啓発と施設全体の虐待予防に役立つと思う。 

・虐待の発見のみならず、障害者差別、人権侵害の発見にも触れる必要があると

思う。神奈川県相模原市の障害者施設で起こった事件から今年で８年を迎える

が、今なお障害者差別は発生しており、このような事件を二度と起こさないために

も、障害者が日々受ける差別や人権侵害、合理的配慮の府提供について報告しや

すい体制整備が求められると思う。 

・地域の住民懇談会で「成年後見制度」の講演を行っていただき、参加者で意見交

換したが、障害を持っておられる方がどこにお住まいか分からず参加の声掛けが

できなかった。 

・「第4期計画の方向性」他に記載のある「親なきあと」は「親あるうちに」意識を変

えていけるように啓発していくべきではないか。 

・（１）権利擁護システムについては、社協が市民後見人バンクに登録している人を

活用していく仕組みについても計画で触れた方がよいと思うがどうか。 

・虐待防止センターの取り組みが不明確。市民に対して、相談事業に対しての取り

組みシステムを説明することが啓発や早期発見につながると考える。 

10 理解・啓発 

・「第４期計画の方向性」の１行目を下線部のように修正してもらいたい。 

「地域で共に暮らしていく「インクルーシブ社会」の実現に向けて、」 

・啓発活動をアリオ八尾などの商業施設で行うと、行き交う多くの市民の目にふれ

て効果があると思った。 

・精神障がいの理解促進、自殺予防なども教育に学習する機会を盛り込んで欲し

い。 
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３．その他 

意見等 

・ワーキング会議の課題については、資料にある通りと思う。いろいろな障害者の方々が集まることによっ

て、体験の共有をし、また時々の障害者政策に関する理解を深めておられる。これは八尾市及び住民双方

にとって有益と考える。特に新型コロナウィルスでの生活実態については、アンケートや報道ではわからな

い内容が明らかになっている。 

・障害者差別解消協議会等を設置するかを議論して良いと思う。4月からは障害者差別解消法の改正法

が施行された。設置ありきで議論を進めるのではなく、求められる役割や機能、既存の組織での代替可能

性等を慎重に吟味する必要があるかと思う。 

・旧優生保護法に関する最高裁判決、その後の政府や国会の対応を考慮し、今回の障害者基本計画にお

いてもこの問題に対する記述を要すると思います。国の動向との兼ね合いもあり、記述内容の具体性は、

会議で検討すれば良いと思う。 

・実績・計画ともに個々の取り組みについては、各担当課、部署においてしっかりと取り組まれているもの

と思う。今後、それらの取り組みがさらに繋がっていくことで、より良いものとなっていくと思われるので、

個々の取り組みを繋げていけるよう努めてほしい（努めていきたい）。 

（第７期八尾市障がい福祉計画） 

P38 

・強度行動障がい者の支援ニーズ等に関する調査とは、どのような調査か。また、しっかりと八尾市で把握

されているのか。 

P41 

・福祉施設から一般就労への移行とあるが、どのような一般就労か。強度行動障がい者の理解が出来て

いないと思う。 

・基幹相談支援センターを中心にとあるが、２４時間に対応しているのか。また、緊急時にも対応としている

が、私の周りに相談した方はいない。もっと説明をして欲しい。どのように対応していただけるのか。 

・「親なきあと」について、八尾市ではどう取り組むのか。あまり計画には取り入れないのか。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４期八尾市障がい者基本計画 

後期計画（案） 
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１．はじめに 

 

 

（１）計画策定の背景と趣旨 

本市では、平成20年（2008年）３月に「第３期八尾市障がい者基本計画～ふれあいプラン～」（以

下「第３期計画」という。）を策定し、「基本的人権に基づく差別のない社会づくり」、「障がい

者の主体性と自立性を尊重する社会づくり」、「共に生きる社会・インクルーシブな社会づくり」、

「すべての人が住みよい社会づくり」の４つの基本理念のもと、保健、医療、福祉、教育、就労、

まちづくりなど、幅広い分野にわたる施策を総合的、計画的に推進してきました。また、平成25年

（2013年）３月には、「障害者基本法」に基づく「共生社会の実現」をめざすために「第３期計画」

を改定しました。 

その後、平成30年度（2018年度）の中核市移行を踏まえ、令和３年（2021年）から新たにスター

トする「八尾市第６次総合計画～八尾新時代しあわせ成長プラン～」（以下「第６次総合計画」と

いう。）のもとで、各分野別計画との整合性や一体化を図った総合的な施策展開を推進していくた

め、計画期間を３年間延長することとしました。 

 

国においては、平成26年（2014年）に「障害者権利条約」が批准され、平成28年（2016年）に「障

害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（以下「障害者差別解消法」という。）、「成年

後見制度の利用の促進に関する法律」（以下「成年後見制度利用促進法」という。）等が施行され

るとともに、「障害者の雇用の促進に関する法律」（以下「障害者雇用促進法」という。）等が改

正されました。その後、平成30年（2018年）には、「社会福祉法」が改正され、「我が事・丸ごと」

の地域福祉推進の理念を規定するとともに、市町村が策定する地域福祉計画が、福祉の各分野にお

ける共通項目を定めた上位計画として位置づけられました。このように、障がい者の尊厳を守る各

種法整備がなされる中、第３期計画において、障がいや障がい者理解を促進するとともに、障がい

者への相談体制や関係機関との連携による施策の推進に努めてきました。 

 

令和４年（2022年）には、「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進

に関する法律」が施行され、また、事業者に対し社会的障壁の除去の実施について必要な「合理的

配慮の提供」が令和６年（2024年）から法的義務化となり、本市でもコミュニケーション支援の充

実に資する取り組みや障がい者の理解啓発について進めています。 

 

障がい者の人権が尊重され、ともに生き、ともに支えあえる地域社会の実現に向け、さらなる自

立と社会参加をめざした障がい者施策を推し進めることが求められています。 

 

また、さらに、近年頻発している地震や豪雨被害などの自然災害や、新型コロナウイルス感染症

などへの対応が社会全体に求められており、行政だけでなく、医療機関や福祉事業所、民間企業を

はじめ、市民同士のつながりによる地域福祉の推進体制の強化が必要です。 

 

このような社会の情勢や国の動向、本市の状況を踏まえながら、各福祉分野の上位計画である「第

４次八尾市地域福祉計画」（以下「第４次地域福祉計画」という。）の理念や考え方に基づき、令

和３年（2021年）に「第４期八尾市障がい者基本計画」（以下「第４期計画」という。）を策定し

１．はじめに 
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ました。第４期計画では、４年ごとに見直しを行い、令和７年（2025年）からは後期計画として、

すべての市民がかけがえのない個人として、誰一人取り残されることなく、社会参加と自己実現を

図りながら住み慣れた地域で安心・安全に暮らすことができるよう、障がい者施策を推進します。  

 

 

（２）障がい者施策に関する関連法の変遷 

近年の障がい者施策に関する主な法改正等は以下のとおりです。 

 

●災害対策基本法の改正：平成26年（2014年） 

高齢者、障がい者、乳幼児等の防災施策において特に配慮を要する方のうち、災害発生時の避難等

に特に支援を要する方の名簿の作成を義務づけること等が規定されました。 

 

●発達障害者支援法の改正：平成28年（2016年） 

発達障がい者に対するライフステージを通じた切れ目のない支援を実施すること、家族なども含め

たきめ細かな支援を実施すること及び地域の身近な場所で支援が受けられるよう支援体制を構築す

ること等が規定されました。 

 

●障害者差別解消法の制定：平成28年（2016年） 

すべての国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重しあい

ながら共生する社会の実現に向け、障がいを理由とする差別の解消を推進することを目的として、「不

当な差別的取り扱いの禁止」や「合理的配慮の不提供の禁止」などが規定されました。 

 

●成年後見制度利用促進法の制定：平成28年（2016年） 

成年後見制度の利用の促進について基本理念を定めて国の責務等を明らかにし、成年後見制度利用

促進会議及び成年後見制度利用促進委員会を設置すること等により、成年後見制度の利用の促進に関

する施策を総合的かつ計画的に推進することを目的として施行されました。 

 

●障害者雇用促進法の改正：平成28年（2016年）、平成30年（2018年） 

雇用の分野における障がいを理由とする差別的取り扱いの禁止と、合理的配慮の提供義務について

規定されるとともに、事業主に対して、その雇用する障がい者からの苦情を自主的に解決することが

努力義務化されました。 

また、平成30年（2018年）には、法定雇用率の算定基準に精神障がい者が加えられることとなりま

した。 

 

●社会福祉法の改正：平成30年（2018年） 

「我が事・丸ごと」の地域福祉推進の理念を実現するため、分野を超えて地域生活課題について総

合的に相談に応じ、関係機関と連絡調整等を行うなど、複合化した地域生活課題を解決するための体

制整備など、市町村における包括的な支援体制づくりに努めることなどが規定されました。また、地

域福祉計画が福祉の各分野における共通事項を定めた上位計画として位置づけることとされました。 
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●障害者総合支援法及び児童福祉法の改正：平成30年（2018年） 

障がい者が自らの望む地域生活を営むことができるよう、生活と就労に対する支援の一層の充実や、

高齢障がい者に対する介護保険サービスの円滑な利用を促進するための見直しが行われるとともに、

障がい児支援のニーズの多様化にきめ細かく対応するための支援の拡充が図られました。 

 

●障害者による文化芸術活動の推進に関する法律の施行：平成30年（2018年） 

障がい者による文化芸術活動の推進に関し、基本理念、基本計画の策定その他の基本となる事項を

定めることにより、障がい者による文化芸術活動の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、

文化芸術活動を通じた障がい者の個性と能力の発揮及び社会参加の促進を図ることを目的として施

行されました。 

 

●視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律の施行：令和元年（2019年） 

視覚障がい者等の読書環境の整備推進に関し、国や市町村が果たすべき責務などを明記し、視覚障

がい者等の読書環境の整備を総合的かつ計画的に推進し、障がいの有無にかかわらず、すべての国民

が等しく読書を通じて文字・活字文化の恵沢を享受することができる社会の実現に寄与することを目

的に施行されました。 

 

●障害者雇用促進法の改正：令和２年（2020年） 

国における障がい者活躍推進計画作成指針及び国・市町村における障がい者活躍推進計画の作成を

義務づけること等が規定されました。 

 

●高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の改正：令和２年（2020年） 

共生社会実現に向けた機運醸成等を受け、「心のバリアフリー」に係る施策などソフト対策等を強

化することが必要となっており、公共交通機関に対するスロープ板の操作や照度の確保などのソフト

基準の順守の義務づけ等が規定されました。 

 

●地域共生社会実現のための社会福祉法の一部改正：令和３年（2021年） 

地域共生社会の実現を図るため、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な福

祉サービス提供体制を整備する観点から、社会福祉法等の一部が改正されました。 

 

●障害者総合支援法の改正：令和４年（2022年） 

「障がい者の地域生活や就労の支援強化」、「障がい者の地域生活の支援体制の充実」、「精神障

がい者等の希望やニーズに応じた支援体制の整備」、「難病患者及び小児慢性特定疾病児童等に対す

る適切な医療の充実及び療養生活支援の強化」、「指定難病及び小児慢性特定疾病についてのデータ

ベースに関する整備」等の改正が行われました。 
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●障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関する法律の施行 

：令和４年（2022年） 

障がい者による情報の取得利用・意思疎通にかかる施策を推進するため、「障害の種類・程度に応

じた手段を選択できるようにする」、「日常生活・社会生活を営んでいる地域にかかわらず等しく情

報取得等ができるようにする」、「障害者でない者と同一内容の情報を同一時点において取得できる

ようにする」、「高度情報通信ネットワークの利用・情報通信技術の活用（デジタル社会）」の４つ

の基本理念が定められました。 

 

●精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部改正：令和５年（2023年） 

家族が虐待等の加害者である場合の対応として、「医療保護入院の同意や退院請求を行うことがで

きる『家族会』から DV や虐待の加害者を除く」、「市町村長は同意の事務に関して、関係機関等に

必要な事項を照会できる」、「当該家族が唯一の家族である場合、医療機関は市町村長同意の申請が

できる」ことが定められました。 

 

●障害者差別解消法の改正：令和６年（2024年） 

民間事業者に対して「合理的配慮の提供」が法的義務化されました。 
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（３）計画の位置づけと計画期間 

〔１〕計画の位置づけと他計画との関係 

障がい者基本計画は、障害者基本法第11条第３項を根拠に策定が義務づけられており、障がい者

施策に関する基本的な考え方や方向性を明らかにし、施策の総合的な推進を図るための基本的な計

画です。 

第４期計画は、国の基本計画や大阪府の計画に基づくとともに、本市のまちづくりの上位計画で

ある第６次総合計画や各福祉分野の上位計画である第４次地域福祉計画の考え方や方向性と調和

を図りつつ、地域の障がい者の状況等を踏まえ、本市における地域共生社会の実現に向けた取り組

みを推進します。 

また、障がい福祉計画及び障がい児福祉計画は、障がい福祉サービスや地域生活支援事業等の量

の見込みやその確保方策などを明らかにする計画です。 

さらに、「八尾市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画」、「八尾市こどもいきいき未来計

画」及び「健康日本21八尾計画及び八尾市食育推進計画」との調和を図り、包括的な支援体制の構

築を図ります。 

上位計画及び関連計画との関係図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 

  

健康日本２１八尾計画 及び 八尾市食育推進計画 

地域福祉計画【基本計画】 

高
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健
福
祉
計
画 

及
び
介
護
保
険
事
業
計
画 

八尾市第６次総合計画～八尾新時代しあわせ成長プラン～ 

将来都市像「つながり、かがやき、しあわせつづく、成長都市 八尾」 

障
が
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本
計
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計
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施
計
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】 

地
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福
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計
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社
協
行
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画
】 

生活困窮者自立支援方策 

成年後見制度利用促進計画 

一体的推進 

重層的支援体制整備事業実施計画 
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障がい者基本計画 

障害者基本法に基づく計画であり、障がい者の自立及び社会参加の支援等のための総合的かつ

計画的な取り組みの方向性や実施方針等を明らかにします。 

 

障がい福祉計画 

障害者総合支援法に基づく計画であり、障がい福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業

の提供体制の確保等に関する事項を明らかにします。 

 

障がい児福祉計画 

児童福祉法に基づく計画であり、障がい児の通所支援をはじめ、地域での療育支援体制の確保

等に関する事項を明らかにします。 

 

〔２〕計画の期間 

上位計画である第６次総合計画及び第４次地域福祉計画の計画期間が令和３年度（2021年度）

から令和10年度（2028年度）までの８年間であることから、これらの計画と方向性を一にするた

め、本計画期間を８年間とします。 

また、第６次総合計画の後期計画が令和６年度（2024年度）中に策定される予定であり、本計

画においても、国の法制度の改正をはじめ、社会情勢やニーズの変化、計画の進行状況等を踏ま

え、令和６年度（2024年度）に見直しを行い、後期計画として策定するものです。 

 

令和３年度 
（2021年度） 

令和４年度 
（2022年度） 

令和５年度 
（2023年度） 

令和６年度 
（2024年度） 

令和７年度 
（2025年度） 

令和８年度 
（2026年度） 

令和９年度 
（2027年度） 

令和10年度
（2028年度） 

        

        

        

        

 

 

  

第６次総合計画 

第４次地域福祉計画・地域福祉活動計画 

第６期障がい福祉計画 

第２期障がい児福祉計画 

第４期障がい者基本計画 

 前期計画 後期計画 

第７期障がい福祉計画 
第３期障がい児福祉計画 第８期及び第４期 
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〔３〕計画の進捗管理 

本計画は、障がい者に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、本市をはじめ障がい

者基本計画ワーキング会議にて実践し、八尾市社会福祉審議会障害者福祉専門分科会にて進捗管

理を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がい者の日常生活における課題や
支援ニーズを把握し、障がい者施策
の方向性を示します。 

計画（Plan） 

 

方向性に沿って、事業を実施
します。 

実行（Do） 
 

評価の結果を踏まえ、必要に
応じて計画や事業自体を修
正します。 

改善（Act） 

 
事業の成果について、広く評価をし
ます。 

評価（Check） 

学識経験者・障がい者団体の代表

者、市民委員等で構成される市の附

属機関。障がい者施策の進捗や計画

について審議する。 

障害者福祉専門分科会 

障がい当事者や支援者、ボランティ

ア等で構成される基本計画の実践

会議。自助・共助の観点から障がい

者施策を実践し評価する。 

障がい者基本計画ワーキング会議 
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（４）計画策定の検討体制 

〔１〕八尾市社会福祉審議会障害者福祉専門分科会の実施 

計画の策定にあたっては、本市の障がい者施策の総合的かつ計画的な推進について調査審議を

行う「八尾市社会福祉審議会障害者福祉専門分科会」にて協議を行いました。 

 

〔２〕八尾市障がい者基本計画ワーキング会議の実施 

障がい当事者やボランティア等から構成される「八尾市障がい者基本計画ワーキング会議」を

通じて、前期計画期間の取り組みについて評価・検証するとともに、本計画において取り組むべ

き分野別施策の方向性について検討を行いました。 

 

〔３〕八尾市地域自立支援協議会の実施 

本市の障がい福祉サービス事業所等で構成される「八尾市地域自立支援協議会」において、障

がい者支援に関する課題等について検討を行いました。 
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〔４〕パブリックコメントの実施 

本計画の素案の段階で、「市民意見提出制度」に基づき、パブリックコメントを実施し、本計

画に反映しました。 

 

■パブリックコメントの実施期間 

令和６年（2024年）12月●日から令和７年（2025年）１月●日まで 

計画策定の体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提言 

 

構成： 

障がい者、支援者、ボランティア等 

障がい者基本計画ワーキング会議 

意見 

意見 

意見 

構成： 

学識経験者、関係機関の代表、障がい

者団体の代表、市民委員、行政等 

 

社会福祉審議会 

障害者福祉専門分科会 

 

 

 

 

 

 

 

事業所における障がい福祉

サービス等の提供実績やサー

ビス提供上の課題等を把握す

るため、事業所アンケート調査

を実施 

八 尾 市 

 

障がい者・介護者の生活実態

や生活ニーズ、取り組むべき

障がい者施策のあり方等への

意見を把握するため、障がい

者向けと地域福祉の担い手向

けのアンケート調査を実施 

事業所アンケート調査 

市民アンケート調査 

 

構成： 

市内障がい福祉サービス事業所等 

地域自立支援協議会 

 

計画素案を公表し、市民意見を募集 

パブリックコメント 

（市民意見の募集） 



   

 

 

  



   

 

 

 

 

 

 

 

第２章 現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第２章 

前期計画期間の状況等 
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１．第４期計画の考え方 

 

（１）基本理念 

障がいのある人もない人もすべての人が住み慣れた八尾の地でかけがえのない個人として尊重

され、地域のつながりの中で安心して自分らしく生きていくことができるよう、次の理念を掲げ

て障がい者施策を進めていきます。 

 

 

 
 

 

 

【ともに認めあう】 

障がい者への合理的配慮や必要な支援の中で、多様性を認めあい、障がいのあるなしにかかわ

らず、相互に人格と個性を尊重しあえる「共生社会」の実現をめざします。 

 

【ともにつながる】 

これまでの「支え手」と「受け手」に分かれた社会から、障がい者をはじめ、すべての市民が

地域のつながりの中で役割を持ち、地域の一員として支えあい、地域をともにつくる「地域共生

社会」の実現をめざします。 

 

【ともにかがやく】 

障がい者をはじめ、すべての市民が夢や希望に向けて前進し、光りかがやく未来につながるま

ちづくりを進めます。 

 

 

 

  

１．第４期計画の考え方 

障がいのある人もない人も、ともに認めあい、 

ともにつながり、ともにかがやく共生のまちづくり 
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（３）基本的な視点 

 

■ これまで培ってきた地域のまちづくりの組織・活動・経験を強みとして発揮し、誰も取

り残されることなく安心して暮らせるまちづくりをめざします。 

 

■ 障がい者差別その他の権利利益を侵害する行為を禁止するとともに、社会的障壁を除

去するための合理的配慮の実践が広がる社会をめざします。 

 

■ 障がい者が社会を構成する一員として、社会、経済、文化その他のあらゆる分野の活動

に参加する機会の確保に努めます。 

 

■ 障がいの有無にかかわらず、あらゆる市民が多様性を認めあい、多様なコミュニケー

ション手段を活用しながら、市民同士で気軽に対話できる明るい社会をめざします。  

 

■ 障がい者が地域において、どこで誰と生活するかについて選択する機会の確保に努め

ます。 

 

■ 障がい者施策の推進にあたり、施策の計画段階から障がい者の意見を反映する機会の

確保に努めます。 
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（４）施策の体系 

本計画の基本理念の実現に向けて、次の分野及び分野別施策に沿った取り組みを進めます。 

 

分野 分野別施策 

１ 療育・保育・教育 

（１）障がいの早期発見体制の充実 

（２）療育・保育・幼児教育の充実 

（３）特別支援教育の充実 

（４）進路指導の充実 

２ 防犯・防災  
（１）防犯対策等の充実 

（２）防災対策の充実 

３ 保健・医療 

（１）健康の保持・増進対策の充実 

（２）医療・リハビリテーション体制の充実 

（３）感染症対策の充実 

（４）こころの健康づくり 

４ 雇用・就労 
（１）一般就労への支援 

（２）福祉的就労の充実 

５ 生活支援 

（１）在宅生活の支援 

（２）居住系サービスの確保 

（３）移動手段の確保 

（４）相談・窓口体制の充実 

（５）情報提供の充実 

６ 住環境 
（１）住環境の整備 

（２）道路・公園・公共施設の整備等 

７ 地域交流・地域活動 

（１）コミュニケーション支援の充実 

（２）地域交流の促進 

（３）地域活動への参加 

８ 芸術文化・スポーツ・

生涯学習等 
（１）芸術文化活動等の推進 

９ 権利擁護・虐待防止 
（１）権利擁護システムの充実 

（２）虐待防止対策の充実 

10 理解・啓発 
（１）教育・啓発活動の充実 

（２）行政への参画 
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２．前期計画の取り組み状況  

 

 

前期計画期間に関する分野別の基本方針の概要と施策に関する主な取り組み状況は、次のとおり

です。 

 

〔分野１〕 療育・保育・教育 

 【前期計画期間の取り組みの方向性】 

保健、医療、福祉、教育等が連携しながら、子育て相談や発達相談をはじめ、療育での個

別支援や集団生活を通じた保育や教育を継続しつつ、支援を必要とする障がい児の増加や障

がいの多様化、複雑化に対応するため、豊富な経験と知識を活用した専門的な支援の強化に

取り組みます。 

切れ目のない支援を継続的に行うために、適切な支援計画、保育者や教員間等の連携及び

就学時や進級時の支援の引き継ぎが重要になることから、一貫した支援体制の充実に取り組

みます。 

また、多様な教育的ニーズに対応できるよう、障がいの有無にかかわらず、互いの違いを

認め、個性を尊重しあいながら、ともに教育等を受けることができる体制づくりをめざしま

す。 

さらに、学校卒業後の就労や地域生活を見据え、家庭と教育、福祉、就労支援機関等が連

携し、働く力や生活する力を身につけることができるような教育等を推進します。 

 

 【主な取り組み状況】 

  （１）障がいの早期発見体制の充実 

新生児聴覚検査、乳児一般健康診査・乳児後期健康診査、４か月児健康診査、１歳６か月児

健康診査、３歳６か月児健康診査、経過観察健診、未熟児経過観察健診、こんにちは赤ちゃん

事業、訪問指導など、支援等が必要かどうかの判断が難しい時期における健診や相談の機会を

多く設け、障がいの早期発見に努めてきました。また、各種健診や母子通所としている個別療

育の中で、保護者の育児や療育等に関する相談を実施し、不安等の軽減を図ることを通じて、

適切な療育等をできる限り早期に実施できる体制構築も進めてきました。 

 

  （２）療育・保育・幼児教育の充実 

令和４年（2022年）10月にこども総合支援センター「ほっぷ」がオープンし、発達に遅れや

障がいに関する相談を含む、子育てや家庭のことに関するあらゆる相談体制の充実を図ってき

ました。 

障がいのある児童が認定こども園等に通うため、各園に対する補助や園からの相談等があっ

た際の後方支援事業を紹介するといった取り組みを行い、認定こども園等における障がい児の

入所数を増やしてきました。 

また、市内に２か所ある公立の児童発達支援センターにおいては、通園による療育に加え、

２．前期計画期間の取り組み状況 
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保育所等訪問支援事業といったアウトリーチ型の支援も進めており、関係機関を含めた支援体

制の充実を図る取り組みを進めています。 

さらには、課題となっている医療的ケア児の支援の充実については、医療的ケア児及びその

家族に対する支援に関する法律の施行を受け、「八尾市就学前施設教育・保育における医療的

ケアに関するガイドライン」を策定しました。医療的ケア児を先行して保育受入れしていた公

立認定こども園に加え、私立の就学前教育・保育施設においても受入れ拡大を進めました。ま

た、関係機関との協議の場を設け、具体的に必要な取り組みについて確認するとともに、未配

置となっている医療的ケア児コーディネーターの役割等について意見交換を行い、配置に向け

た取り組みを進めています。 

 

  （３）特別支援教育の充実 

障がい児への支援体制の整備として、全ての小・中学校にある特別支援学級に加えて、通級

指導教室の設置数についても、計画期間で大幅に増加しています。これらに通う児童生徒数も

増加していることから、指導者の人材育成にも注力し、各種研修等についても積極的に開催し

ています。さらに、特別支援教育支援員の数も増員し、個別状況に応じた支援を実施できるよ

う体制構築を進めています。 

 

  （４）進路指導の充実 

就学・進学・就職といった進路の選択が必要な際には、学校だけでなく専門家や関係機関と

連携し、かつ、本人や保護者も納得した進路となるよう相談体制の充実を進めています。  

就学時には八尾市就学支援委員会を中心に学校や教育委員会の他、就学前施設とも連携し、

よりきめ細やかな情報提供を行っています。 

進学及び就職時には、八尾市キャリア・パスポートを活用し、本人の意向や希望を明確化す

るとともに、八尾・柏原障害者就業・生活支援センターなどの関係機関においては、就職先の

確保を進め、障がい特性やニーズに応じた多様な進路選択ができるよう努めてきました。 
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〔分野２〕 防犯・防災 

 【前期計画期間の取り組みの方向性】 

障がい者が安心して地域生活を送るために、犯罪や事故の発生を未然に防止する対策を推

進します。 

大規模な災害発生時には、障がい者等の特に配慮を要する人は、災害情報の入手や迅速な

避難行動が困難であること、避難生活における心身の負担等から大きな被害を受けることが

想定されます。被災後の生活環境の変化等による災害関連死を防ぐためにも、避難行動支援

及び避難生活支援を切れ目なく行うことをめざします。特に要支援者への情報伝達体制や避

難支援のためのネットワークの構築、地域コミュニティにおける支えあいの地域づくりを推

進します。 

 

 【主な取り組み状況】 

  （１）防犯対策等の充実 

障がい者に対する悪質商法の被害防止や消費生活トラブルの未然防止のための啓発活動、地

域における防犯教室、支援学校や小学校等で開催している交通安全教室などを実施しています。

また、市内各所に防犯カメラの設置も進めており、障がい者を含めた啓発や犯罪や事故発生の

未然防止に努めています。 

 

  （２）防災対策の充実 

災害時要配慮者の支援について、対象者へ「個別避難計画」の作成を依頼し、地域等に対し

て個人情報の提供に同意した方については、民生委員の個別訪問を行い、地域における顏の見

える関係の構築及び個別避難計画の内容精査を行いました、その個別避難計画を基に、特に災

害が発生しやすいと想定される土砂災害警戒区域において、市内福祉施設と連携のうえ、当該

地域にお住まいの災害時要配慮者に対する具体的な避難支援の仕組みを構築しました。また、

地域における災害時要配慮者支援については、引き続き取り組みを進めています。 

その他、緊急通報装置の設置、緊急時の手話通訳派遣、ＮＥＴ１１９・ＦＡＸ１１９の設置

などの緊急時の通報手段の確保についても実施しています。 
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〔分野３〕 保健・医療 

 【前期計画期間の取り組みの方向性】 

保健・医療・福祉が連携した相談支援をはじめ、障がい者が身近な地域で必要な医療等を

受けられるよう、地域医療体制等の充実を図ります。 

また、障がい者が地域で健康に暮らし続けるために、保健・医療・福祉等の機関が連携し、

健康の保持・増進、治療に関する施策を推進します。 

さらに、精神障がい者の地域移行が進む中、身近な地域で必要とする医療的なケア等を受

けられるよう、地域の医療機関等と連携した取り組みを推進します。 

感染症の予防や拡大防止については、障がい者をはじめ、市民全体への予防対策の啓発や

指導等を行うとともに、感染拡大時の相談体制や検査体制の確保及び医療機関との連携によ

る治療体制の確保を図ります。 

 

 【主な取り組み状況】 

  （１）健康の保持・増進対策の充実 

障がい者の健康増進のため、特定健康診査、特定保健指導や各種がん検診については、筆談

等での対応を行うなど、障がい特性に配慮した実施に努めています。また、在宅障がい者を対

象とした歯科予防講習会の実施や、保健事業案内の周知啓発を行い、障がい者に対する健康づ

くりを推進しています。 

 

  （２）医療・リハビリテーション体制の充実 

障がい者医療費助成制度や自立支援医療制度により、適切な医療等を受けるための支援を実

施しています。また、難病患者の方を対象に理学療法士、言語聴覚士、管理栄養士などの専門

家による面接・訪問による相談支援を実施し、安心して地域で療養生活を送れるよう努めてい

ます。 

 

  （３）感染症対策の充実 

障がい者（児）施設等において感染症の集団発生時には、積極的疫学調査や健康観察、その

他情報提供を実施し、感染症対策及び感染拡大防止に努めました。 

また、障がい福祉サービス等事業所への事業継続のための支援として、国や大阪府と連携し、

必要な衛生物品の提供や補助金の支給等を行いました。また、障がい福祉サービス等事業所及

び各障がい者団体と連携し、感染症に関する相談支援や情報提供体制の強化に努めました。 

 

  （４）こころの健康づくり 

精神障がい者の地域移行・地域定着の推進のため、保健、医療、福祉関係者による協議の場

を開催し、課題の共有を行い、課題解決に向けて精神病床における入院患者の地域での暮らし

の場と体験の機会の確保に関する事業を進めています。 

また、こころの健康相談として、統合失調症・うつ病・依存症等の医療相談や、精神疾患が

あり、継続的に通院治療が必要な方についての医療費助成を実施しています。  
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〔分野４〕 雇用・就労 

 【前期計画期間の取り組みの方向性】 

働く意欲のある障がい者がその適性に応じた能力を十分に発揮することができるよう、多

様な就業の機会を確保するとともに、就労に向けた支援と就労後の職場での定着支援の充実

に取り組みます。 

また、障がい者の雇用の促進を図るため、企業等に対しては、障がい特性に配慮した職場

環境が整備されるよう、障がい者雇用に関する理解啓発に取り組むとともに、障がい者の

ニーズに応じた雇用の機会の拡充を図ります。 

心身の状況から一般就労が困難な障がい者には、福祉的就労を確保しつつ、一般就労に向

けた支援の充実に取り組みます。 

また、障害者優先調達推進法に基づき、障がい者就労施設等から物品や役務を調達するこ

とにより、障がい者の工賃向上につなげます。 

 

 【主な取り組み状況】 

  （１）一般就労への支援 

障がい者雇用の促進を図るため、柏原市やハローワーク等の関係機関と連携して「障がい者

雇用を考える集い」「障がい者就職面接会」を実施し、一般就労の機会の創出や啓発を行って

います。その他、八尾・柏原障害者就業・生活支援センターと連携して、職場体験等を実施し

ており、障がい者雇用を行うきっかけ作りなどを行っています。 

また、地域における就労に課題を抱える方に対して、地域就労支援コーディネーターによる

支援を実施し、それぞれが抱える個別課題についてきめ細やかな支援に努めています。  

加えて、障がい福祉サービスの就労移行支援や就労定着支援の利用者数は増加傾向にあり、

福祉的就労から一般就労への機会創出だけでなく、就職後の職場定着に関する支援も増えてき

ていることから、安心して働き続けることができる環境整備にも努めています。 

 

  （２）福祉的就労の充実 

就労継続支援事業所の利用者及び利用量が増加していることから、福祉的就労の提供体制に

ついては今後も充実を図っていくとともに、実地指導等による質の向上も進めていきます。  

また、障がい者作業所等連絡会などに対して、本市で行われる各種行事等への参加を促し、

商品の販売機会の提供などを行うことで、販路拡大や障がい者の工賃向上を図っています。 
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〔分野５〕 生活支援 

 【前期計画期間の取り組みの方向性】 

障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、身近な地域で気軽に相談

できる場の確保と、基幹相談支援センターによる重層的な相談支援体制の充実に取り組みま

す。 

また、障がい者の自立した生活を支えるために必要なサービスの提供に努めるとともに、

適切なサービスを提供するため、人材の育成と確保を促進します。 

障がい者の地域移行の進展に伴い、障がい者が地域で生活するための受け皿として、グ

ループホーム等の居住系サービスの提供体制の充実を図ります。 

さらに、障がい者の重度化・高齢化や親なきあと等を見据え、グループホームや入所施設

といった多様な生活の場の充実と地域全体で障がい者を支える体制の整備に取り組みます。 

 

 【主な取り組み状況】 

  （１）在宅生活の支援 

訪問系サービス、短期入所、日中活動系サービスの利用量は増加傾向にあり、特に精神障が

い者の利用量が大きく増加しています。それに伴い、障がい福祉サービス事業所数も増加して

いるため、利用ニーズに対応できるよう体制構築に努めています。一方で、障がい福祉サービ

スの質の確保も重要となっており、実地指導等の強化も進めています。 

加えて、地域生活支援拠点等事業として、地域で安心して暮らすことができるよう、24時間

の相談支援体制の構築、事前登録制の緊急時の受け入れ体制確保、グループホームの健康管理

体制支援といった取り組みを新たに行いました。 

 

  （２）居住系サービスの確保 

障がい者が自分らしく地域で生活するための場として、グループホームの確保が重要である

ことから、重度障がい者も受け入れできるよう上記（１）にも記載したとおり、健康管理体制

の支援として主に訪問看護ステーションと連携し、グループホームに従事する方の不安や負担

を軽減する取り組みを実施しています。 

施設入所支援については、利用者数は横ばいであり、一定、国の方針や障がい福祉計画に沿っ

た提供体制の確保に努めています。 

 

  （３）移動支援の確保 

新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受け、移動支援等のサービス利用量は一時大きく

減少しましたが、直近の利用量は増加傾向にあり、事業所数も増加しております。 

また、本市独自の事業として障がい福祉サービス以外にもタクシーの基本料金助成や自動車

改造助成も継続して実施しています。さらには交通の不便な地域における対策として、乗合い

タクシー事業を市内６地域で展開しています。 
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  （４）相談・窓口体制の充実 

基幹相談支援センター及び八尾市立障害者総合福祉センターにて、24時間対応の相談窓口を

設置しました。その他、計画相談支援や地域包括支援センター等でも相談に対応しております。

さらには重層的支援体制整備として、「つなげる支援室」を設置し、これまで相談につながら

なかったケースや複合的な課題を抱える人への支援を行っており、「断らない相談支援」の取

り組みを進めています。 

 

  （５）情報提供の充実 

八尾市ホームページ及び市政だよりの音訳・点訳をはじめ、誰もが利用しやすいものとなる

ようリニューアル等を実施してきました。障がい福祉に関する情報提供としては「障がいふく

しのしおり」をフルカラーで毎年情報更新を行い、障がい福祉サービス事業所の一覧について

は毎月更新しています。さらには八尾市公開型ＧＩＳ「やおデジマップ」を活用し、地図上で

事業所を表示するなど、より分かりやすい情報発信に努めています。 

 

 

〔分野６〕 住環境 

 【前期計画期間の取り組みの方向性】 

障がいの有無にかかわらず、あらゆる障壁を取り除き、誰もが快適で暮らしやすいまちづ

くりを進めるため、住環境の整備と道路や公共施設など不特定多数の人が利用する施設等に

おけるバリアフリー化を進めます。また、公共空間における安全性を確保するために、駅周

辺の交通マナー等に対する理解啓発を図ります。 

 

 【主な取り組み状況】 

  （１）住環境の整備 

住宅のバリアフリー化促進のため住宅改造費助成を実施し、市営住宅では障がい者等の入居

者に対し改善済みのエレベーターのある住居への住替案内などを行い、安全で快適な環境の住

まいが提供できるよう努めています。 

また、住居を探すのが困難な障がい者や高齢者等に対する相談会の実施や、住宅確保要配慮

者の入居を拒まない「セーフティネット住宅」の登録を進めており、登録住宅数は順調に増加

しています。 

 

  （２）道路・公園・公共施設の整備等 

公共施設の改修及び新設の際のバリアフリー化を進め、民間事業者による施設整備について

は、計画段階からバリアフリー法等に基づく届出を求めています。 

迷惑駐車については青色防犯パトロールカーによる定期的な啓発を行い、また、放置自転車

についても、禁止区域を設定し、指導や移動保管を積極的に行い解消に努めています。 

また、南久宝寺一丁目第２公園にインクルーシブ遊具を設置するなど公園整備も進めていま

す。  
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〔分野７〕 地域交流・地域活動 

 【前期計画期間の取り組みの方向性】 

障がい者が地域の中で、より楽しく充実した生活を送るために、地域交流を促進します。

また、障がい者が地域で役割を持ち、地域の担い手として活躍できるよう、地域活動への参

加を促進します。さらに、地域交流や地域活動への円滑な参加促進に向けて、ＩＣＴ等も活

用しながらコミュニケーション支援の充実を図ります。 

障がいの有無にかかわらず、地域団体や学校等の関係機関と連携し、地域住民と障がい者

が気軽に集い、交流できる場や機会の提供と充実を図ります。 

また、誰もが地域社会を構成する一員として活躍できるまちづくりを見据え、さまざまな

地域活動や障がい者団体等との活動を通じて、地域社会とのつながりを深めます。 

さらに、広く市民全体にコミュケーション支援自体の理解や地域社会とのつながりが深ま

るよう、コミュニケーション支援の重要性を明らかにするため、条例化を含めた検討を行い

ます。 

 

 【主な取り組み状況】 

  （１）コミュニケーション支援の充実 

手話奉仕員養成講座については、ステップアップできるよう段階別の講座を設定するなど、

手話通訳者の養成に向けた取り組みを進めています。学校や地域への手話等の啓発は、新型コ

ロナウイルス感染症の影響で実施ができていない状況でしたが、民間事業所等の協力のもと

徐々に活動を再開しています。 

手話通訳者等の派遣については、必要時にはすべて対応ができるよう体制強化に努めていま

す。 

また、コミュニケーションに関しては、八尾市社会福祉審議会障害者福祉専門分科会にて、

条例制定を含めた今後の方向性について２か年にわたり議論を行いました。その中で具体的な

事業として「コミュニケーションの充実に資する事業」について着実に取り組み進めることが

重要であるという結論に至り、14項目の取り組みを整理しました。 

 

  （２）地域交流の促進 

八尾市立障害者総合福祉センターにおいて、交流促進等のため芸術文化関係講座、スポーツ

教室、レクリエーション事業を積極的に実施しています。他部署においても車いすバスケット

ボール教室を行うなど、障がい者も参加しやすいイベントを開催しています。 

また、放課後児童室における障がい児の受入数は増加しており、支援体制の充実に努めてい

ます。その他、一部地域では、災害時における障がい者支援に関する講習会を定期的に実施す

るなど、地域での交流の機会創出を進めています。 

  



   

21 

  （３）地域活動への参加 

ボランティアセンターにおいて、ボランティア活動促進のための講座や活動発表等の場とし

てボランティアフェスタを開催し、地域活動の担い手としての参加促進を行っています。  

また、住民団体等が行う福祉活動促進のため助成金を交付し、地域で障がい福祉等の向上に

資する取り組みも行っています。 

 

 

〔分野８〕 芸術文化・スポーツ・生涯学習等 

 【前期計画期間の取り組みの方向性】 

障がい者が芸術文化活動、スポーツ、生涯学習などを通じ、それぞれのライフスタイルに

あった生活の豊かさを求められるよう支援を充実します。 

また、障がい者が地域において芸術文化、スポーツに親しむことができる施設・設備の整

備等を進めるとともに、障がい者のニーズに応じた芸術文化やスポーツに関する人材の育

成、関係者のネットワークづくりを促進します。 

また、障がい者が生涯にわたり、芸術文化やスポーツなどのさまざまな機会に親しむこと

ができるよう、多様な学習活動等の機会の充実を図ります。 

 

 【主な取り組み状況】 

  （１）芸術文化活動等の推進 

八尾市立障害者総合福祉センターにおいて、芸術文化・スポーツ・生涯学習関連（料理や茶

華道など）の講座を広く実施し、作品展示や発表会も開催することで生きがいづくりの促進に

努めています。 

加えて、視覚障がい者に対し図書館では点字図書や対面朗読の実施、スポーツ分野ではエア

ロビクスとヨガ教室を実施していることや、文化振興事業として障がいのある方もない方も一

緒に楽しむことができるインクルーシブなコンサートや高校合同文化祭での八尾支援学校高等

部による作品展示等のイベントも実施しており、芸術文化活動等に関わる機会の創出に努めて

います。 
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〔分野９〕 権利擁護・虐待防止 

 【前期計画期間の取り組みの方向性】 

障がいの有無にかかわらず、市民が等しく日常生活や社会参加ができるよう、あらゆる場

面で社会的障壁を取り除く合理的配慮の浸透を図ります。 

また、地域共生社会の実現に向けた重要な制度である成年後見制度については、十分に利

用されているとは言えず、障がい者の重度化・高齢化の進展や親なきあと等を見据えて、金

銭管理を含め、自立した生活環境を整える必要があり、制度周知を含めて利用の促進を図り

ます。 

障がい者の虐待に関しては、基幹相談支援センターをはじめ、虐待防止センターや相談支

援事業所等と連携し、迅速に対応できる体制を充実します。 

 

 【主な取り組み状況】 

  （１）権利擁護システムの充実 

障がい者が自立した生活を送るための制度のひとつである成年後見制度を、必要な方が適切

に利用できるよう制度周知や体制構築を行ってきました。八尾市社会福祉協議会の権利擁護セ

ンターを中心に、制度周知のための講習会や法人後見・市民後見人の養成及び活用促進に取り

組んでいます。また、判断能力が不十分な方への支援として、契約により本人に代わって手続

きや金銭管理を行う日常生活自立支援事業を実施しています。 

 

  （２）虐待防止対策の充実 

八尾市基幹相談支援センター及び障がい者虐待防止センターを中心に、相談等に対応しつつ、

虐待発生時には適切な対応に努めています。また、早期発見のためには虐待を発見した際の通

報が重要であることから、通報の義務などに関する啓発活動も行っています。 
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〔分野 10〕 理解・啓発 

 【前期計画期間の取り組みの方向性】 

障がいの有無にかかわらず、ともに認めあい、支えあいながら、地域で共に暮らしていく

ために、地域や学校、企業等におけるさまざまな場面において、関係機関と連携し、効果的

な障がい者理解の啓発に取り組みます。 

 

 【主な取り組み状況】 

  （１）教育・啓発活動の充実 

広く障がいに対する理解を深めるため、障がい者基本計画ワーキング会議において障がい当

事者等による啓発動画を作成し、Youtube に掲載することで一人でも多くの方に届くような啓

発を実施しています。また、障がい者フォーラム等のイベントにて、アリオ八尾などの商業施

設と連携し、障がい児者の作品展示や作業所商品の販売会などを行い、多くの市民に障がいを

身近に感じていただくことに努めています。 

毎年、市内の全小学校の児童に対して、障がい者団体による障がい者体験学習を実施してお

り、疑似体験や障がい当事者から直接話を聞くことを通して、障がい者への理解や知識の習得

の機会を提供しています。 

その他、人権啓発イベントや他部署及び地域のイベント等への参加、産業部門のメールマガ

ジンを活用した合理的配慮に関する周知啓発など、福祉以外の分野においても積極的に障がい

に対する理解・啓発活動を実施しています。 

 

  （２）行政への参画 

障がい者施策の推進や事業評価や事業立案の段階においては、障害者福祉専門分科会や当分

科会の下部組織である八尾市障がい者基本計画ワーキング会議での意見交換や議論を経て、施

策展開を実践しています。障害者福祉専門分科会委員は、障がい者団体や各種支援機関の代表、

障がい福祉に携わる公募市民等で構成されています。また、障がい者基本計画ワーキング会議

では、障がい当事者とその支援者が委員となり、様々な障がい者の意見の反映に努めています。 
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【障害者福祉専門分科会の意見】 

≪分野１に関する意見≫ 

○「発達障がい」の理解啓発について、現状課題が多いため取り組みの推進が必要と考える。  

○「特別支援教室の充実」に関して、児童生徒の指導の根幹となるべき個別の指導計画等の実効

性に課題があると感じるため、実際にどのような課題や問題があるのか等を明らかにしてほし

い。 

○多くの保護者から指導者の資質向上と指導内容の充実を求める声が上がっている。各種研修等

を開催しているとあるが、なかなか改善が進まない現状もあるので、もう一歩踏み込んだ対策

が必要と考える。 

○医療的ケア児のサポート体制の充実は重要であり、保護者のニーズを聞く場の設けること等が

大切だと考える。 

○「特別支援教育の充実」について、子どもたちのニーズに合わせて支援する体制の構築が必要

と考える。 

○支援を必要とする障がい児は増加及び多様化している。適切な支援を受けることで回復すると

思うので、個別に応じた支援の実施は急務である。 

○特別支援教育について、子どもたちと向き合って頑張っている方もいると思うが、中には障が

いの理解が十分でない方もいるように感じる。 

○本人の受診態勢ができるよう、児童期から保育・教育機関において出張医療のような形で経験

することも必要であると考える。 

○親子型の事業は、保護者の成長が期待できることもあり、事業効果の啓発に努め継続実施が望

ましいと考える。 

○言語聴覚士の配置はとても大切な観点のため、拡大し実現してほしい。 

○特別支援教育について、2022 年４月 27 日付け文部科学省通知によって、これまでと対応が変

わってしまう不安を保護者から聞いた。これまでの仕組みから後退しないよう尽力されている

とは思うが、これまでの取り組みに加えて子どもたちの声を大切にさらなる充実を図ってほし

い。 

 

≪分野２に関する意見≫ 

○障がいや介護等に関する情報を八尾の地域ネットワークに入力・更新できるシステムを構築し、

災害時等に避難所や病院等で速やかに情報を得ることができれば、緊急時の連携や正しい診療

に役立つと考える。 

○災害時にグループで複数名の方を救護する場合などには、例えばグループＬＩＮＥのような、

記録ができ、同時にやり取り等を閲覧できる機能があるシステムや機器が有用であると考える。 

○一部の地域で障がい者等における「災害時の避難方法」の講習会を開催している。避難方法の

学習以外にも、地域のどこに障がい者の方が住んでいるかの確認もでき、地域での避難支援に

有効であるため、全ての地域での講習会の開催は重要である。 

○災害時要配慮者支援の取り組みについて、具体的な支援体制の確立について、他地域への展開

や他の災害への拡大を進めていくべきである。  
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○地域コミュニティにおける支えあいの地域づくりは災害発生時には特に必要であり、急がれる

課題である。町会長が１年交代という町会が多い中、地域で要支援者を把握することは困難で

ある。 

○避難所について、障がい特性等により場所を確保することは難しいと考える。しかし、知的障

碍者などは物音等で不安を感じることもあり、例えば防災マップに災害時にはどうすれば良い

か、どこに行けばよいか、何を持っていけばよいか等のアドバイスのようなものを掲載できれ

ば良いと思う。 

○個別避難計画の周知徹底を図り、公的な援助が届かない間の援助が滞ることのないよう、地域

での情報共有を進める必要があると思うので、体制整備を進めてほしい。 

 

≪分野３に関する意見≫ 

○新型コロナウイルス感染症は５類に法律上の位置づけが変わったが、感染は収束しきれておら

ず、感染症対策の継続が必要である。今後の再流行等に備え、市、保健所、施設とでの情報共

有や有症状者の把握、患者への対応方法の周知などは継続していってほしい。 

○感染症対策として、グループホームなどから隔離が必要な場合に備えて、隔離する場所の確保

が必要である。 

 

≪分野４に関する意見≫ 

○「福祉、保健、労働、教育、商工等の関係機関の連携」はこれから特に重要な課題だと思う。  

○就労が進まない理由は雇用先の不足が大きな要因であると思う。企業等に向けた雇用先の拡大

に関する具体的な取り組みが必要である。 

○福祉的就労の充実について、支援の質の向上の取り組みが実地指導だけとなっているが、事業

所職員の人材育成に向けた取り組みも必要である。 

 

≪分野５に関する意見≫ 

○身近な地域で気軽に相談ができる場の確保が必要である。 

○強度行動障がい者を受け入れる短期入所先がない。 

○施設入所できる先が少ない。八尾市に限ったことではないが、通所先でパニックになり通所が

できなくなった際の対応が不十分だった。 

○居住系サービスの確保について、グループホームの確保が困難となっている。居住確保に向け

た地域への働きかけなど、事業所任せではない取り組みが必要である。 

○障がい者差別や人権侵害を受けた際の相談をしやすくするため、障がい者差別に関わる窓口機

能の充実が必要ではないか。また、そのことに関する広報がもっと必要ではないか。  
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≪分野６に関する意見≫ 

○避難所のバリアフリー化に関する点検なども必要だと思う。 

○障がいの重度化・高齢化等により今まで住んでいたグループホームの住居改善が必要となった

場合、改善に制度等を活用することするなどの取り組みも大事である。 

 

≪分野７に関する意見≫ 

○取り組み等の視点に「手話が言語である」ことを明記することが必要ではないか。 

○障がい者が地域活動に参加し、地域との交流を持つことは重要である。地域活動を主催する側

は障がい者の情報等が入ってこないので、いかに障がい者の方と接点を持つかを模索している。 

 

≪分野９に関する意見≫ 

○八尾市で施設や病院の担当者向けに虐待防止に関する講義等を開催し、各職員がそれを持ち帰

り他の職員へ伝達することが、職員の意識啓発と施設全体の虐待予防につながると考える。  

○虐待の発見のみならず、障がい者差別や人権侵害に発見にも触れる必要性があると思う。今も

なお障がい者差別は発生しており、相模原市の障がい者施設のような事件を二度と起こさない

ためにも、差別、人権侵害、合理的配慮の不提供について報告しやすい体制整備が求められる。 

○「親なきあと」は「親あるうち」に対策等ができるよう意識を変える啓発をすべきだと思う。 

○虐待防止センターの取り組みが不明確。市民に対して、相談事業等の取り組みやシステムを説

明することが虐待の啓発や早期発見につながると考える。 

 

≪分野 10 に関する意見≫ 

○啓発活動をアリオ八尾などの商業施設で行うと、行き交う多くの市民の目に触れて効果がある

と感じた。 

○精神障がいの理解促進や自殺予防なども教育として学習する機会を盛り込んでほしい。  
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【八尾市障がい者基本計画ワーキング会議の意見】 

○将来的に金銭管理を自分で行う必要が生じた際には、詐欺に引っかかってしまうかもしれない

と感じる。 

○疑わしいメールや電話はあり、不審なメールは基本開かないが中には必要なものもある。一人

で判断することは難しく、周囲や消費生活センターに相談することが必要である。 

○ネット犯罪の対策講座に障がい者も参加できるように環境を整えることができれば良い。 

○障がい者が被害に遭うという点では、自分で意思表示ができないことから好きなようにされて

しまう。「何かあった時にはここに相談すべき」という啓発が必要である。 

○住んでいるマンションの避難訓練に参加したが、参加者が少なく、市民の方はあまり関心がな

いのかと感じた。消火器の使い方を教えてもらったが、参加しなければ分からないことだと思

う。 

○地区によって避難訓練の有無にバラつきがあるのかもしれないので、全体的な底上げが必要で

はないか。 

○大規模な災害時に、障がい者は支援対象というだけではない。助ける側に回らないといけない

場合もある。 

○水害では垂直避難するよう言われるが、電動車いすでは困難な部分がある。車いす用の階段昇

降機が避難所にあればと思う。 

○障がい者が一人で生き残ってしまった場合、かつコミュニケーション能力が乏しい場合、その

人をどのようにサポートしていくのか。避難所での対応だけでなく、復興中、復興後の長い期

間でのサポートという点を話し合いたい。 

○避難所内において、障がい者に対する情報保障がどう守られていくのかが気になるところであ

る。 

○避難所では、耳が聞こえないことを周りに知らせるバンダナ等があれば良いと思う。また、聴

覚障がい者が避難所にいることを手話通訳者へ知らせてもらいたい。 

○民生委員に障がい者が地域にいることを普段から把握してもらいたい。 

○合理的配慮の提供は本人からの申し出が前提になるが、意思表示できない場合の対応が問題に

なる。 

○障がいを理由に出産や結婚ができないといったことはないようにしてもらいたい。  

○障がいのある人が親になった場合、ヤングケアラーの問題が出てくる。 

○障がい者が子どもを持つことについていろいろと言われる。離婚した場合、シングルマザーに

なった時、常に虐待していないかというような目で見られながら暮らしている。 

○視覚障がいや車いすなどの一目でわかる障がいだけでなく、見た目で分からない障がいのある

方のことが計画に含まれるようにしてほしい。 

○合理的配慮について、身体障がい者は具体例が分かりやすいが、精神障がいの場合はなかなか

難しく、理解が深まっていると感じる場面があまりないかもしれない。 

○「白杖使用者を手伝う方法が分からない。集会所に人を集めるからどのようにしたら良いか教

えて欲しい」と地域の人に言われ、実際にして欲しいことを伝える機会があった。声をかける

のは勇気がいるが、やってみたら簡単と言ってもらえた。 


